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はじめに　　本論の目的と構成
　平成１５年度４月より、障害福祉の分野で、支援費制度が始まる。従来の措置制度では、行政処分によってサービスの提供者とサービスの決定が行われた。これが、利用者が自己責任においてサービスの供給者と民法上の利用契約を結び、それに対し応能負担分を除いたその費用（支援費）を給付するという制度となる。しかし、新制度が導入される直前の現在も、介護保険導入時に比べても格段と議論も資源の投入も不足したまま、国から市町村までが実施のタイムスケジュールに従った利用契約制度化のための事務作業に追われている現状がある。

　果たして、支援費制度の導入は、当初期待された「利用者が自分の意志でサービスを選択できるようになる」「利用者にはサービスの購入者、消費者としての権利性が高まる」「競争原理が働くことにより、サービスの質の向上が図られる」
ということに結果するのであろうか。やっとその制度の全容が明らかになりつつある今の段階ではあるが、だからこそ、支援費制度を、一旦括弧に入れて見直し、その本来の目的を確認しつつ、利用者個人の主体性とその権利を中心としたサービスシステムの構築について検討したいと考える。

　まず、本論では、支援費制度を、利用者の位置付け及び福祉改革の目的の両面から検討し、改めて、利用者個人の主体性とその権利を中心としたサービスシステムとして再構築すべきことを論じる。

続いて、その戦略立案のためのポイントを、コンシューマリズム(consumerism)、利用者の実体的権利保障、利用者の手続的権利保障、アドボカシー(advocacy)の４点とし、その検討のなかで、これからの支援費制度再構築のための戦略の基礎的検討を行う。

　さらに、制度比較の観点から、実際に利用者の主体性と権利性に基づくサービスシステムが構築されているアメリカの制度を検討し、その多様なアドボカシーの諸相を紹介する。

　最後に、支援費制度の機構にコンシューマリズムとアドボカシーをビルトインする試みと、自由と必要を高い次元で両立させるための「参加」について問題提起を行い、本論を、支援費制度を利用者の主体性とその権利を中心としたものとするための検討と実践のためのステップとしたい。

　本論を、以上のような目的と構成により、記述するものとする。
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献辞

　もうすぐ１０才になる自閉症と重度の知的障害を併せ持つ最愛の息子・亮佑、彼の最高のアドボケイトであり私の別ちがたい人生のパートナーである妻・知美、そして、私の全ての障害をもつ友人たちに、本論を捧げたいと思います。
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１．支援費制度とその利用者

１.１　概念の整理

　２００１年５月に、世界保健機構（WHO）総会において、旧来のICDH（WHO国際障害分類：International Classification of Impairments, Disabilities and Handicaps）の改定版として、「環境因子」という観点を加えた新しい障害分類であるICF（国際生活機能分類：International Classification of Functioning, Disability and Health）が採択されたことは、障害リハビリテーションの分野における社会モデルの位置をゆるぎないものとした。ICFにおいては、障害のある人の社会生活の状況は、その人の生活と人生場面(life situation)への関わりである「参加（participation）」がどのような状態にあるのか、という関わりで捉えられる
。

　一方で、２００２年は「アジア太平洋障害者の十年」の最終年であり、障害者権利条約の実現にむけて国際的な機運が高まった。日本においても、第6回DPI（障害者インターナショナル）世界会議が札幌で開かれたことを始め、様々な国際的な活動と動向を通じて、障害当事者の「完全参加と平等」に注目が集まっており、当事者団体側と司法関係者側の双方から、障害者差別禁止法の試案提示も行われた
。 

　このように、障害をもつ当事者の参加と権利に対する関心は、かつてないほど高まっている。

　そして、８０年代後半より、障害当事者の自立や自己決定に関連して自立生活運動の側から使われはじめ
、現在では、福祉の世界でもよく使われる「当事者主体」とは、この障害当事者の参加と権利に強い関係をもちそれを支持することばである。そもそも当事者主体の当事者の辞書的意味は、「そのことに直接関係のある人」であり、主体とは「自覚や意志をもち、動作・作用を他に及ぼす存在としての人間」である
。辞書的定義も踏まえこの言葉を確認すれば、当事者主体とは、「障害をもつその人は、自分自身の人生の主人公として、障害に関係するサービスや生活のありかた等の決定や運営に自覚的・意志的に参加し、イニシアティブをとる権利をもっている」ということである。そして、実際にも「当事者主体の福祉サービスの構築；障害者が地域で暮らす権利と方策」とか、「問われているのは当事者主体の確立だ」、あるいは、「当事者主体と専門性を見つめて」というように
、積極的な障害当事者の主体性と権利の主張をおこなう文脈で使われることが多い。しかし、現実問題として、現在の日本の障害福祉において、福祉サービスが当事者主体であることはどの程度意識され、また、実現しているのだろうか。

　当事者主体といえば、類似のことばとして、支援費制度導入においてキーワードとなった「利用者本位」ということばがある。これは、字義としては
「福祉サービスの供給において、考えや行動の基準を供給者ではなく利用者におく」という意味であり、社会福祉基礎構造改革をめぐり、主として福祉専門家や行政職の立場にある者の発言において多用されてきた。

ところが、この２つのことばは、似ているようで、重要な力点が異なる。当事者主体は、前述のとおり、障害当事者の全生活を捉えた概念であり、かつ本人の主体性・権利性を基礎として構築されている概念である。これに対し、利用者本位は、福祉サービス制度のもとにある利用者に限定して、障害をもつ当事者をとらえており、また、考えや行動の基準を利用者におくということは、必ずしも利用者の主体性や権利性を明確に意識し、それを積極的に主張することとは限らない
。

また、利用者本位とは、「狭い意味でのwelfare」＝「社会福祉の供給」に着目する考えかたであり、それに対しての当事者主体は、「広い意味でのwelfare」＝「人間の幸福追求」を目的とするものであるように思う。

すなわち、当事者主体においては、まず実現したい障害当事者自分自身の生活がある。そのために必要な福祉サービスを、利用者としての障害当事者自らの必要と決定をもとに、選び使いこなしたい、ということである。従って、当事者主体が前提とする権利とは、狭い意味でのwelfareにおける「福祉サービス＝介護」供給の前提となる生存権だけでなく、広い意味でのwelfare、すなわち幸福追求権も含む自由権も含まれる。一方で、利用者本位において論じられるのは、いわゆる生存権保障としての「介護」の範囲にある福祉サービスである。

このように、当事者主体と利用者本位で前提とされること、論じられることの差に着目することで、社会福祉基礎構造改革でも提起されることのなかった、日本の社会福祉の基底に存在する利用者の権利論や主体論を検討することの必要性が気付かれる。

同様の問題意識を、社会保障の立場からとらえた菊地（2000）は、「労働者階級ないし勤労階層のみが社会保障の権利主体としてはとらえきれなくなっている（我が国を含む）現代社会において、また、社会保障の理念として、ともすれば国から国民に対する一方的な給付関係としてとらえられがちな『生存権』のほか、社会全体の利益との関係において個人の利益が軽視されかねない『社会連帯』の重要性がことさらに論じられるに至っている近時のわが国の学説および政策状況」（菊地2000,p.28-29）に警鐘を鳴らし、個人に着目し自由・自律を基盤に捉える立場からの権利論の必要性を論じている。

このように、社会福祉基礎構造改革における利用者本位とは、事業者と利用者の関係のみで論じられるのではなく
、利用者個人の主体性とその権利を中心とした福祉への転換の過程としてとらえられ、検討される必要があるのではないだろうか。

１．２　基礎構造改革と利用者本位

　そこで、社会福祉基礎構造改革におけるパラダイム転換として語られてきた「利用者本位」について、改めて検討をおこなってみたい。

社会福祉基礎構造改革は、戦後二回にわたる「社会福祉供給システムのパラダイム転換」のひとつと位置付けられる(古川1998)。福祉改革における第一のパラダイム転換は、いわゆる８０年代型福祉改革、すなわち急速に進展してきた高齢化社会に適合しうるものへと福祉を改変すべく、地方分権化とサービスの地域化を図るものであった。これは中央集権的な福祉サービスシステムから地域化へという方向性を表す。
そして、福祉改革における第二のパラダイム転換とは、社会福祉基礎構造改革がめざす供給者本位の社会福祉から利用者本位の社会福祉への転換である。これは、サービスシステムの主導権の転換を図るものとしてとらえられよう。従って、福祉改革のパラダイム転換とは、この二方向のベクトルとして（図１．１）のように捉えることができよう。

図1．１　福祉改革のベクトル





このようにして、福祉サービス決定調整について市町村を基本とした地方分権化、福祉サービスの供給受給システムについて圏域を基本とした地域化、そして、供給者と受給者の立場の逆転が、少なくとも政策としては目指された。しかし、それは、福祉における福祉サービスの利用者の主体性・権利性の確立を明確にする文脈で行われたものではないことには注意が必要である。

そもそも基礎構造改革を含め福祉改革とは限りなく新自由主義的保守主義的改革であった（古川1998）ことも関連し、二番目のパラダイム転換をすすめた行政側の第一の目的は、財政問題の解決のために、行政が直接のサービス供給者であることを止め、民営化によるコストダウン＝競争原理の導入を図ることにあったのは間違いない。

一方で、多くの福祉関係者は、利用者本位に別の期待を寄せていた。福祉関係者が期待する利用者主体とは、古川のことばを借りれば、以下のように要約できる。「これからの社会福祉を展望するうえで重要なことは、社会福祉をそのような利用者＝生活者＝生活主体の視点から、それぞれに個別的な内容をもつ生活問題（福祉ニーズの集積）を解決・緩和し、その多様な生活ニーズの充足に貢献するような政策制度、そしてそのもとで展開される援助活動として位置付け、評価し、改善を積み重ねていくことである」（古川1998,p.10）ここで述べられるような、集団的な処遇原理よりも個別の必要原理に基づく利用者本位が福祉の側から求められたパラダイム転換の結果であったといえよう。

しかし、この福祉の側の求めた利用者本位の実現は、基礎構造改革の実際の制度設計が進むなかで、極めて浅い意味での自己決定としての選択の問題、あるいは契約という手続き的問題や、成年後見制度等の利用者保護の問題に矮小化されてしまった。そして、財政改革のために、介護保険という費用供給システムの導入のみが性急に行われ、続いて障害福祉サービスの分野において支援費制度の導入が急がれている。

　一方で、障害福祉サービス利用者である障害当事者側の８０年代からの「新しい動き」として、自分自身の生活における幸福と自由に着目し、それに必要な福祉を主体的に権利として獲得していこうという、前述の「当事者主体」の主張があった。当事者主体は、現在の福祉のサービスシステムの枠組そのものに関連し、「住民のなかの劣った存在として旧来の施設収容の福祉、特定の対象者に限定する福祉を拒否する。地域で当たり前の生活を続けていくのは当然の権利であり、自分達たちがどういう生活をするかを自分たちで選んできめてゆくのだという強い権利の主張である。」（大谷,1999.p.3）と異議申し立てを行う。

この三者の関係は、（図１．２）のような関係としてとらえられる。

図１．２　福祉改革のベクトルと福祉と利用者の志向の関係
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１．３　支援費制度と介護保険制度

　そもそも、福祉サービスが利用契約化されるということは、行政のもつ措置権者としての選択権と責任が利用者自身に委ねられる、ということである。しかし、選択が利用者の自己責任とされる一方で、利用者の自己決定権および福祉サービスをうける権利は、要求しうる権利としては位置付けられていないことに、支援費制度の根本的な問題があると考える。
　介護保険制度においては、被保険者のサービスの必要は、ケアマネジメントという制度を通じて、要求しうる権利として構築されるかどうかが判断される。たとえば、介護保険においては、介護保険法により、保険原理に基づく被保険者の権利と介護保険法に準拠した正式な制度に準じたケアマネージャーが、国基準に基づきサービス調整決定を行うこととなっている。

しかし、支援費制度においては、そもそもケアマネジメントは正式な制度ですらなく、支給判定は措置制度のときとおなじく直接地方自治体のケースワーカーがになう制度となっている。そして、この行政の審査は、国の示すガイドラインはあるものの、判定のための審査会もなく、判定のプロセスは非公開であり、さらに、判定の不服申し立てについても、行政不服審査請求以外の道はない。

また、介護保険は、サービス種別ではない要介護度を判定し、サービス資源があるかないかに関わらず、その要介護度に応じたサービス費用の受給を決める。しかし、支援費制度においては、利用者はサービス種別ごとに支給申請を行い、また、申請をうけても地域にサービス資源がないときは、支給決定そのものを保留してもよいことになっている。

このように、支給決定は完全に基礎自治体の統制下にある。これでは、個々の利用者におけるサービスの必要よりも、基礎自治体の恣意的判断や財政事情等によって支給決定内容や支給量が左右されることもありえるのではないかという懸念も拭えない。

このように、支援費制度は、介護保険と比べても、個々人のサービス費用の支給決定が地方行政当局の裁量に委ねられる部分が大きく、ひとりひとりの利用者が主体的に自らのサービスの受給を、実行しうる権利として構築していける制度とはなっていない。支援費制度は、自己選択に基づく利用契約制度とはなったが、利用者の主体性と権利に基づく当事者主体とはなっていない。

介護保険は、社会保険制度に準拠し、利用契約化に際する利用者の権利を保険費用を支払っている被保険者の権利とすることで、原理上はこの問題を回避し、先のような制度構築を行ってきた。しかし、実は、費用負担者ということからは、介護保険の被保険者の権利は構成しにくい。給付金における支払保険金の比率から見れば、保険制度といいながら、実際にサービスをうける主たる対象である第１号被保険者の負担率は総額の１７％でしかなく、第２号被保険者が３３％、国・都道府県・市町村をあわせた税からの拠出が５０％となっている。介護保険は、社会保険制度として費用の半分が税により賄われるだけではなく、保険料部分も世代間扶助に深く依存したしくみである。
このような制度設計が採用されたことについては、それなりの経緯がある。そもそも日本の福祉システムは戦前から一貫して、社会保険を中心としたドイツ型モデルに基づいてきた。そして、戦後の福祉関連法制の整備においてはアメリカ占領軍の影響があったものの、社会保障の制度構築そのものは、社会保障制度審議会における１９５０年勧告で確認されたとおり、社会保険を基軸に構築されてきた（広井1999）。

本来の被保険者の負担率が１７％でしかない社会保険制度というのは、保守主義の台頭と福祉国家批判の潮流の中で、破綻寸前の医療保険システムの救済及び急速に進展する高齢少子化社会に対応するための日本型のコミュニティケア改革を、経済の停滞期という状況のなかで成し遂げるためには、歴史的にみても国民の了解を得やすいしくみとせざるを得なかったための、便法であったと考える。

一方、支援費制度には税方式が採用されたことで、障害当事者へのサービス費用は、制度的に社会保険を経由する形をとらず、直接公金より供給されることになった。これは、障害福祉サービスの費用供給は、介護保険に比べてより国家の直接責任のもとに行うということではあるが、被保険者の権利というクッションがかませられなかった結果、その支援費支出の判断は、措置制度を踏襲し、前述のように行政の裁量に多くを委ねられるような制度構築となってしまったことは否めない。

だからといって、支援費制度が介護保険となるべきだったとは思わない
。しかし、利用者の権利の問題は解決されなくてはならない。遅かれ早かれ権利意識に目覚めた利用者は問題を顕在化するだろう。現実問題として、行政や事業者と利用者との非対等な関係は支援費導入後も続くであろうし、手続き上の自己決定と契約だけで利用者の必要に基づくサービスの決定と供給が保障されるというものではないことは、すぐに明らかになるからである。

介護保険制度における被保険者の権利は、利用者側の要求運動によって獲得されたものではなかった。しかし、それでも、介護保険制度と利用契約制度の導入以後、被保険者の権利、契約者の権利という意識が高齢者層にも広がり、各地には、介護保険市民の会
が結成され、高齢者における介護への権利意識が高まっている。一方、支援費制度は、当事者主体の概念が生れた障害福祉の分野で始まる。従って、支援費制度は、介護保険よりさらにはっきりと、利用者の権利意識というパンドラの箱をひらいてしまうことになるだろう。

そもそも「行政が与える福祉」ではなく、「利用者が選ぶ福祉」に変るというなら、その前提として、利用者の要求しうる権利からとらえなおして、サービスシステムが再構成される必要があり、それが本来の「供給者本位から利用者本位へ」という「基礎構造改革」でなければならなかったのではなかろうか。

支援費制度において今後検討されるべきでなのは、本来利用者がもつ権利を確認し、福祉サービスの利用者という個を巡って、費用と効果、同時に権利と承認が、ある種の緊張感を持って常に問われ解決されつづける動的なシステム、恩恵的に与えられる福祉ではなく個人の権利に基づくサービスシステムの構想である。

そして、行政が直接的なサービス供給者の座を降り、サービスの決定が利用者の自己責任とされるなかで、問題を利用者と供給者のみの関係に矮小化することなく、これまでの補助金行政に象徴される日本の社会福祉行政の恩恵的かつ予定調和的なシステムのなかで、なにが変り、なにが変らなかったのか、そして変るべきなのかが、問われなくてはならない。

次章では、そのような利用者の権利と主体性に基づく新しい障害福祉のサービスシステム、すなわち、当事者主体のサービスシステムについての基本的検討を行うこととしたい。

２．当事者主体のサービスシステムのために

２．１　コンシューマリズム　

本章では、利用者の権利と主体性をもとにサービスシステムを構築するために、まず、コンシューマリズム (消費者主権主義：consumerism) 
について検討をおこないたい。

イギリスの対人社会サービスの歴史におけるコンシューマリズムについて述べた平岡（1996）によれば、福祉サービスのコンシューマリズムへの関心は、１９７０年代初頭におけるシーボーム改革の際に既に利用者参加が政策的な課題のひとつとして取り上げられたことにはじまる。それを契機として８０年代には急速に関心が高まり、１９９０年に成立した「国営保健サービスおよびコミュニティケア法」においては、その基本理念を構成するところとなったという。

コンシューマリズムについて、平岡は、Winstow and Barnesら(1993.p.280)を引き、３項目の特徴をあげている。（平岡【1996】p.288）
Ⅰ　サービスを個人のニーズに合わせて提供する

Ⅱ　利用者にとってのサービスの成果（outcome）の質と適切性を問う

Ⅲ　ニーズの把握とサービス提供における利用者参加

　この特徴からは、コンシューマリズムとは、利用者とサービス供給者との関係における「市場の場におけるコンシューマリズム(market place consumerism)」に重点をおいたのものともみえるかもしれない。
しかし、平岡は、コンシューマリズムは、市場に重点をおきつつもそれに加えて「利用者および市民としてのサービス受給者の諸権利の保障」という内容を含むものであることを指摘し、その例として、ニーズアセスメントの過程における利用者参加の重視をあげる（平岡[1996],p.288）。
一方で、消費者主義の発祥の地であるイギリスやアメリカにおけるコンシューマー（consumer：消費者）とは、福祉サービスの利用者を示すことばであるとともに、直接的なサービスの売買関係も利用関係もない場面においても用いられることも多い。すなわち、障害当事者自らが、そして事業者や専門家が、サービスの利用者であることを軸に障害当事者のアイデンティティを肯定的に構成するというコンテクストで、障害当事者は「コンシューマー」と呼ばれるのである。障害の当事者を「消費者」と呼ぶことは、市場と売買という関係性に仮託して、利用者の当事者主体、すなわち、障害当事者が、恩恵的な福祉の受給の対象であり保護の対象であるというスティグマを退け、「障害に関わるサービス等においては、障害をもった本人が行動し決定する権利の主体である」とする主体性・権利性を積極的に主張し承認させることに他ならない。

このように、コンシューマリズムとは、福祉サービスの調整および受給の過程に利用者が参加することを通じ、利用者の権利と主体性をもとにサービスシステムを構築する原理であり、それは、下記の要素から構成されているといえよう。
①　市場の場において利用者に必要なサービスが供給されること

②　利用者および市民としてのサービス受給者の諸権利の保障
③　当事者が権利の主体であるというアイデンティティの確立

　財政問題により、日本の恩恵的な福祉供給の時代は終わりを告げようとしている。その結果、福祉の質と量確保のためのパターナリズムは後退し、もともと強い行政裁量が、一方的な利用者への供給削減のための権力として機能しかねないような状況となっている。しかし、財政問題から福祉の市場化は避けられないとしても、それが利用者の自己選択・自己責任に委ねられるというなら、責任と対になる権利もきちんと確認されなくてはならない。それには、利用者および市民としてのサービス受給者の諸権利の保障を行うことである。そうすれば、パターナリズムに替わる福祉の質と量の確保の原理をこのようなコンシューマリズムに求めることもできるのではないだろうか。

　しかし、それでは、なぜ、そのために、消費者保護ではなく、コンシューマリズムなのか。そもそも、一般には、「消費者」とは「自己（自己と生活や生計を同じくする者を含む）の生命、健康、文化的生活維持のため、またはそれら諸利益の持続を可能にさせるために必要とする資産を取得ないし形成するため、事業者より商品等の供給をうける生身の人（自然人）」(長尾[2001]p.11)である。交換原理に基づくという意味では、原理的には供給者と消費者の関係は対等である。しかし、法人（供給者）と自然人（消費者）という力関係の格差、生産財（人的資源も含む）の所有と非所有、生産を上回る需要等の要因が加わり、消費者と供給者は相対的には対等ではないことが多く、また、生命、健康、文化的生活の維持を、供給者に頼る立場にあるという意味では絶対的に非対等である。

そこで、消費者保護がまず課題となった。しかし、現代の市場における供給者と消費者との間の非対等性の問題は、消費者保護、すなわち消費者の安全を規制により確保することだけで解決できるほど単純ではなく、また、供給過多が単純に消費者を強くするというものでもない。

まず、供給の問題から考えてみたい。慢性的なモノ余り状態である脱工業化社会において、供給者と消費者の非対等性は、近年むしろ増大しているとはいえないだろうか。それは、モノ余りが、個人の選好を抜きにした総需要と総生産の関係でとらえられているからである。いわゆる「欲しいものは、ない」という状況が脱工業化社会では一般化しているのである。

単純な消費者保護、すなわち消費行動における安全を規制により得るという施策が、現代における供給者と消費者との非対等性の解消にはあまり有効とはいえないその大きな理由は、この個々の選好と供給の複雑な関係に関わっている。サービス商品も含めた商品の複雑化及び商取引を含む社会システムの高度化が、供給者側と消費者側の情報量の格差を生み、その絶対的な情報の格差と個人における選好の多面化が絡み合って非対称な関係を拡大させている。そのなかで、消費者保護の名のもとに個々の規制の強化を図ることがどこまで有効であるのかは疑問であり、現に度重なる規制強化にもかかわらず、悪徳商法は絶えない。

　このような消費者保護の限界を、消費者主義は、「素人主権」かつ「権利本位」という考え方で切り開こうとする。素人主権と対になる「専門家主権」とは、「専門家の判断に従っておけば間違いないので、素人は、専門家に全てを任せ、専門家の決定に従うべきである」（加賀山2001,p.193）という考えかたである。しかし、専門家主権では、情報は専門家同士のみ伝わり、素人には伝わりにくい。また、専門家の判断が誤ってもその責任は素人である消費者からは問いにくい。そこで、専門家主権より、素人主権という考えが生れた。この素人主権は、単なる「専門家に頼らない」という消極的主権ではない。そこには消費者としての権利とその行使を前提として、供給者との関係を捉える視点があり、これを「権利本位」という。「権利本位」と対になる概念は、「義務本位」であるが、「義務本位の社会は全てを画一化し、権利本位の社会は、個人の多様性を認める」（加賀山【2001】p195）として、コンシューマリズムは、「義務本位の社会から権利本位の社会へ」（加賀山【2001】p194）という志向をもつ。

では、その権利の中身とはどんなものだろうか。長尾(2001,p.７)によれば、消費者としての権利とは、「『人間としての尊厳』から『日常の消費生活において、本来、消費者が享受できる正当な利益』にいたるまでの、法により保護されるに値する価値が事業活動により害されたとき、事業者から容易に正当な補償をうけることができること」および「消費生活を通じて、上記の価値が事業活動により害される恐れのあるとき、その危険の発生を消費者は容易に阻止できること」である。自己選択という自由に基づく消費生活は、このように広範な権利に裏付けられていると考えられている。

この消費者の権利を分類すると次のようになるという。（加賀山【2001】p194）
1 目的の権利（消費生活を送る上で購入する商品・サービスによって消費者の人格権・財産権を害されない権利）

A　人格権（生命・身体・健康）を害されない権利（安全を求める権利）

B　財産権を害されない権利（不当な取引条件を強制されない権利）

②　手段の権利（目的の権利を守るための手段の権利）

A　情報を得る権利

B　権利を害されたときに、速やかに救済をうける権利

また、これらの本質的に守られるべき消費者の権利と法益に加えて、自己決定権ともいうべきある種の人格権もまた本質的に守られるべき消費者の重要な権利であるとする見解がある（和田2001）。

　消費者保護では対応しきれない個々人の多様な必要を、コンシュマーリズムは、「権利本位」と「素人主権」によりとらえることができる。しかし、その必要が実現するためには、生命維持のための商品（サービス）の受給を一方的に供給者に頼らざるをえない非対等な関係がネックになる。これを消費者保護は好ましくなくとも、消費者側の権利の強化の観点から非対等な関係の是正を図るしくみは、必要である。

２．２　権利の実体的保障

こういった消費者の権利を支える消費者法とは、民商法・行政法・経済法・手続法・刑法など様々な法分野にまたがって存在する「複合領域」である（大村[1998].p.11）。実際に生成が始まったのは、欧米日本とも６０年代から７０年代であるが、背景には、第二次大戦後の市民運動の活発化と人々の権利意識の高まりが、それを支えようとする福祉国家とも合致し、消費者から国家に対し、消費者を守れという能動的な要求がなされたことにあるという（大村[1998].p.5）。

日本の消費者法は、以下のような目的によるとされる。

「消費生活上消費者は・・（中略）・・事業者より弱い立場にある。この事実に着目し法は消費者の正当な利益を権利にまで高め事業者には義務を課すことで、両者の対等性を確保し、消費者利益の擁護を図ろうとしている。」（長尾[2001].p.16）
一方で、福祉サービスを規定する社会福祉諸法はどうであろうか。社会福祉基礎構造改革においては、福祉サービスの市場化、すなわち、消費者としての利用者が前提とされながらも、「消費者の正当な利益を権利にまで高め」という志向はみられず、２０００年に社会福祉事業法は社会福祉法に改正され、視点が利用者本位となったといっても、内容面では、利用者の権利への言及はなく、利用者保護の観点から、「福祉サービスの適切な利用」のために、情報提供および福祉サービス利用援助事業、苦情解決の仕組み等が盛り込まれことに留まっている
。

また、障害者基本法の基本理念第三条には「すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利を有する」とうたわれるが、権利の対象や目的、強行しうる条件等がない抽象的なものに留まっている
。さらに、具体的な障害福祉サービスについて定めた個別法においては、権利のことばすらなく、例えば、知的障害者福祉法においては、その目的において「この法律は・・（略）・・知的障害者を援助するとともに必要な保護を行い、もって知的障害者の福祉を図る（傍点筆者）」
となっている。

山田（2000）は、このようなわが国における社会福祉法制における利用者の権利性の問題を一般的に日本の社会福祉各法における個々の条文が広範な行政裁量を福祉措置権者としての行政に求めており、それが利用者の福祉の権利を脆弱にしている主因と見る。この行政裁量の範囲と強さは、措置制度から支援費制度となるときにも再検討はされず、保たれている
。

このような利用者本人の権利性が希薄である状態では
、サービスの受給に対して利用者側がイニシアティブを取ることはなかなか困難である。たとえば、サービスの受給を巡る紛争に対しても、「現実的な問題としては、各種社会保障・社会福祉立法が拡充されるにしたがい、全く個別法規の存在を予定せず、憲法２５条のみを根拠とする社会保障の訴訟は想定しにくく・・（後略）」（山田[2000]p.43）というように、利用者からの訴訟等によって有効な解決を得ることは難しい。もともと、利用者側からサービス受給の法的構成要件を構築して、権利として要求したり、権利侵害として対抗したりすることは想定されていないのである。

欧米諸国においては、障害福祉サービスを利用者の権利として位置付けている国がある。障害者の権利法として著名な「１９９０年障害をもつアメリカ人法（ADA:Americans with Disabilities Act of 1990）」をもつアメリカであるが、発達障害者のサービスについては、「発達障害者援助法（DDA:Developmental Disabilities Assistance and Bill of Rights Act）」は、社会サービス権利法であり、保守主義的なコーポラティズム型福祉国家であると言われるフランスにおいては、その障害者基本法は権利法の性格をもつ（大曽根1999）。

　そして、社会サービス権利法の代表といえるのが、スウェーデンにおいて１９６８年に制定された精神発達遅滞者援護法（以下、旧援護法と記す）からの一連の法制度である。これを、河東田（1992）および二文字（編訳1998）を中心に紹介したい。

旧援護法は、スウェーデン初の知的障害者の権利法であり、その後、総合福祉立法化の影響などもうけ、よりノーマラーゼーションの考えにより添った「精神発達遅滞者等特別援護法」（以下、新援護法と記す）として１９８６年に改正が行われた。この新援護法は、一連の社会サービス法の下位法または補足法として位置付けられるものであり、特別援護の内容規定と取扱いを他のどの法律よりも具体的に明示した「施行指示法」と解釈できるという。

新援護法における「援護活動の目的」を述べた第３条には「援護活動は、個々人の自己決定権と人格の確立が充分尊重されてなされるべきである」と明記される。河東田(1992.p.36)は、このことを「特別なサービスの提供の必要性（知的ハンディをもつ人々が一般の人々と同等の生活を一般社会のなかで送ることができるようになるための必要条件）とサービス受給者の自己決定権を明文化した」と高く評価する。この特別な援護とは、申請した場合にのみ提供され、強制はない
。また、旧法にあった保護者や後見人主導の援護決定のありかたを改め、基本的に知的障害をもつ当事者個人に援護活動選択の決定権を与えている。

これが、１９９３年の「機能障害者を対象とする援助およびサービスに関する法律(Lag(1993:387) om atod och service till vissa funktionshindrade  : 以下、LSS法と記す)」(二文字編訳1998)という社会サービス権利法の制定につながる。

日本においてなんらかの形で、社会福祉法制における障害福祉サービス権利法を検討するとすれば、LSS法から特に参考とすべき点がある。それは、先の自己決定権の明記に加え、以下の３つの部分である。

まず、援助サービスの権利の主体を明確にしていることである。第１章「総則」において、高齢化における機能障害を除き、後天障害を含む知的障害、自閉症、身体障害、精神障害のある者全てのうち「当該の機能障害が重く、日常生活に相当程度の困難をもたらし、結果として援助およびサービスを必要とする者」が対象とされていることからわかるように、対象が非常に幅広く、しかも、それを「援助およびサービスに関する規定」という切り口で明確に規定していることである。

そして、援助サービスとは、援助サービス対象者のノーマライゼーションの実現
を目的とするものであることも明らかにしていることである。LSS法第２章「事業の目的と指針」においては、全てのこの法を根拠とするサービスは、利用者の完全参加と平等、生活状況における平等化を目標とし、利用者の自己決定権を基本にしプライバシーを保護することを義務とすることが明記されている。

　最後に、福祉サービスを利用者側から要求しうる権利であるが、供給者側より強制される義務ではないとしていること。これは、第３章「援助およびサービスをうける権利」に規定され、そこには、このサービスの対象者は「日常生活において必要性が生じ、しかも、他の手段によって代替できない場合には、・・（略）・・に規定された援助およびサービスをうける権利を有する」ということと、サービスの決定は、本人の要請によってのみ決定しうる
ことが明記されている。

　ちなみに、ここでいわれる自己決定権とは、日本において一部に誤解されているような、「単なる自己選択」ではなく、長年の間、自らの意志で自らの生活をコントロールすることを奪われ、施設に収容されてきた知的障害者の歴史への反省とその失われていた権利を

積極的に回復し、ゆるぎないものとする歴史的な意志である。

　支援費制度でも、そのための立法化をめざすならば、抽象的なものではなく、LSS法のように、利用者が自らをサービスの権利主体として、その権利を能動的・具体的に行使しうるような構成となっていることが望ましい。日本の現行社会福祉法制においては、前述のように福祉サービスの権利は、直接の権利の回復請求や損害賠償ができにくい反射的利益とみなされている。利用者の権利を権利請求できるものとして構成し実体化するためには、このような他国の社会サービス権利法をおおいに参考にすべきであろう。

２００２年は国連障害者の１０年の最終年にあたり、日本においても、障害当事者団体や日弁連等の活動のなかで障害者権利法の必要を巡る議論が盛んである。しかしそれは、雇用教育も含めたアクセス権利法としての差別禁止法、人権救済の観点からの虐待防止法についての議論が主である。支援費制度導入を踏まえ、福祉サービスの権利の実体化についての議論の活発化が望まれる
。

２．３　権利の手続的保障

　権利の実体的保障は図られなくてはならないが、福祉サービスの利用者にとって、法に基づき福祉サービスを権利として強行することが、いつも可能であり、望ましいとは限らない。

　秋元は、そもそも福祉サービスの権利は、権利内容の強行可能性を伴った権利として成立しにくい制度的制約要因があるとして、Bynoe[1996]を参照しながら、以下のように整理している。（秋元[2000]p.183）
①サービスの需要予測が困難

②権利を強行可能にするためのサービス提供者の義務の特定が困難

③リジットな権利関係の設定は公的サービスの臨機応変の対応を阻む

④権利の強行のためには利用者の能動的権利追及が前提となる

⑤権利の強行は、サービスの利用者と供給者の間の関係を悪化させる可能性がある

　従って、実質的な権利保障を求めるならば、実体的な権利の確立だけでなく、手続的な権利保障についても検討される必要がある。

　秋元(2001,p.162-163)は、また、福祉サービスの利用関係を確定してゆくプロセスを、

①「要保障性があるかどうか」

②「どの程度の要保障性があるか」

③「（確認された要保障性に）どのように応じていくか（サービス内容の問題）」

という３段階からとらえ、福祉サービスの利用手続の権利性について評価することを提案する。そのうえで、手続を、

A)「要保障性の有無および程度の問題（いわゆる受給資格の問題）を扱う過程」
B)「提供されるサービス内容に関わる要保障性の充足の問題を扱う過程」

（秋元[2001],p.165）
を分けて、A)については、「基準化を通じて判断過程の客観化を推し進め、可能な限り行政庁の裁量が機能する部分を限定してゆく」こと、B)については、「どんなサービスが必要なのかは本人が一番知っているという観点から・・（中略）・・本人が求めるサービスを自由に選択できるようにする」（秋元[2001],p.166）ことを論じている。

このように特に受給資格の過程において基準化を活用することで、「行政の法的責任の明確化とそれによる裁量の恣意的行使の排除」（秋元[2001],p.169）を図ることが積極的に検討されるべきである。

　そのような基準化の例として、イギリスのコミュニティケア改革におけるコミュニティケア憲章(Community Care Charter)がある。コミュニティケア憲章は、当該する地域における地域の人々に、彼らがうけることのできるコミュニティケアサービスとその提供されるサービスの基準について周知させるため、中央行政が自ら提示するフレームワークに従い、地方行政に策定及び公開をもとめたものであり、「国民を政治的にではなく、経済的に位置付け、それをもとにして、行政機関のシステムあるいは行為をチェックしてゆこうとするものである。言い換えれば、国民を公的サービスの消費者として位置付け、このことを通じて、官僚主義的な公的サービスの改善を図ろうと」する市民憲章（Citizen’s Charter）の一種である(秋元[2000],p.172)。コミュニティケア憲章は、コミュニティケア改革における消費者主義の導入のために策定されたものだが、イギリスは、日本と同じく、福祉サービスの権利が強行可能なものしては構成されていない国であり
、福祉サービスのコンシューマリズムを実現するために、行政的な基準化を活用するという方法論は、日本での適用にも期待を抱かせる
。

　しかし、行政的な基準が、手続的な権利保障としての安定感と信頼感を持ちうるためには、その基準の遵守が努力目標以上のものであるという見通しがもてなくてはならない。

これに対して、司法的強制の裏づけのない基準に対して、自らその遵守を保障（guarantee）し、こうした自己宣言に対する違反を不服申し立て制度等を通じて解決しうるようにしようというのが、Ian Bynoeによって提唱された「ギャランティー(guarantee)」という概念である(Bynoe 1996)。これは、コミュニティケア憲章のような「強制力のない行政的な基準――従って、厳密な意味では法的拘束力のない基準――と、強行可能な法的権利との間にあるギャップを、問題のある行政活動（maladministration）を統制排除するためにこれまで発展してきた不服申し立て制度（オンブズマンや苦情処理制度などの裁判所以外の救済制度）のシステムに依拠しながら、橋渡しをするものとして概念化したもの」（秋元[2000],p.185）であるとされる。このギャランティーの意義は、直接の司法救済の対象とはならないが、オンブズマンなどの不服申し立て制度での救済の対象となりうる利用者の一定の権利擁護において極めて有効である。

　ここまでのこの節の議論を整理してみる。実体法に基づき福祉サービスを権利として行使することが、いつも可能であり、望ましいとは限らない。社会サービス権利法によって福祉サービスを利用者の権利として実体化することが困難な場合、または実体化されていても権利として強行することがその権利の実現にとって却って好ましくない場合、手続的権利保障としては基準化が検討される必要がある。特に、争点となりやすいサービスの受給資格の部分については、コミュニティケア憲章のように福祉サービスの内容・質・受給資格についての基準化が行われ、それが公開されることが望ましい。一方で、そのような強制力のない行政的な基準であっては守られにくいが、強行可能な法的権利としては得がたいという性格をもつものについては、その履行を行政やサービス事業者が約束し、その履行を法廷外の第三者機関が利用者側の立場から監視し利用者の権利を担保するギャランティーというしくみが提唱される。

２．４　アドボカシー

　このように、実体的な権利保障や手続的な権利保障に支えられることによってはじめて、利用者は、行政や事業者との本質的に非対等な関係のなかで、自分の権利を実行可能なものとして追求できるようになる。

しかし、実体的なものであれ手続的なものであれ、権利保障制度があるだけで、コンシューマリズムが、いつも充分に機能し、利用者の主体的な活動によりサービスの質と量を確保されうるとは限らない。供給者や行政と利用者の本質的に非対等な関係を考えると、利用者の主体の尊重のためには、阻害されてしまうことのないように、必要に応じ、利用者以外の主体により、主体性の発揮がバックアップされることが担保されていなければならない。この利用者の主体性の支え手をアドボケイト(advocate)といい、その行為をアドボカシー（advocacy）
という。

コンシューマリズムが成立するためには、実体的権利保障や手続的権利保障に加えて、利用者のアドボカシー――自己の権利や援助のニーズを表明することが困難な障害者等に代わって、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得を行うこと（中央法規出版編集部編2000）――の実行が担保されていなくてはならない
。

　アドボカシーという言葉は、そもそも法廷の弁護活動を起源とし、それが一般名詞となった言葉である。このアドボカシーの概念が、英国の福祉権運動(social rights movement)の流れのなかで、福祉の受給における相対的弱者を支える活動全般を指す言葉に転用されてゆく。それをソーシャルワーカーあるいは援助者一般に必須の援助技術として整理を試みたのが、Neil Batemanである。Batemanは、英国サフォーク州の福祉権担当ソーシャルワーカーであり、利用者が福祉サービスを受ける権利を守るために働いた自らの実践経験を踏まえて、「アドボカシーは、たまたまもっている人もあり、もっていない人もあるスキルであると考えられている。でもそうではなく、他の多くの援助技術がスキルであるのと同様に、アドボカシーもひとつの必須のスキルである。」（Bateman[1995]訳書・序ⅲ）と、アドボカシーに対し、他の援助技術と同じく「スキル（援助技術）」としての確かな位置付けを与えることを主張する。さらに、「アドボカシーは、積極的に取り上げること
(treatment)である。つまり、アドボケイトの役割は、他者のために積極的に議論することである。」（Bateman[1995]訳書p.6）と論じている。このことは、素朴な、もしくは職業的な支援であったアドボカシーを、技法（スキル）という側面でとらえることにより
、その標準化とスキルアップを図ろうとしたわけである。

Bateman(1995)の記述の中心は、そのスキルについて、「面接」・「主張および攻撃の建設的な用法」・「交渉」・「自己管理」・「法的リサーチ」・「訴訟」の各側面から検討し、さらに相互のスキル間の関係を整理することにある。従って、Batemanの功績は、スキルという側面、「どうやってアドボカシーをおこなうか」ということを焦点化したことにあるといえよう。このアドボカシーのスキルを、ケースワーカーのような行政職やケアマネージャーのような専門職が身につけることは、利用者を裁量やパターナリズムの対象ではなく捉え、当事者主体の福祉サービスとするために重要であると考える。

しかし、福祉サービスのコンシューマリズムには、行政職や専門職が担う以外のアドボカシーも重大な役目を果たす。特に、制度変革や資源創出等を、制度内のアドボケイトのみが担うことは困難である。しかしBatemanにおいては、担い手としては、様々な立場のアドボケイトを念頭に置きつつも、「社会保障におけるアドボカシーの確立方法は・・適切な情報提供体制の整備と・・福祉権アドバイザー
という専門職の雇用である」（Bateman[1995]訳書・p.64）というように、最終的にスキルとして焦点化されるのは、行政職と専門家のアドボカシーであった。そこで、様々な分野と担い手によりおこなれる多種多様なアドボカシーの全体像の整理を試みてみた。

アドボカシーには、明確な権利性に基づいたものも権利性が必ずしも明確ではないものもある。従って、ハード・アドボカシー（はっきりとした権利性に基づくもの）と、ソフト・アドボカシー（はっきりした権利性に基づかないもの）という区分がされる。また、擁護されるべき主体が個人なのか社会集団なのかによっても、アプローチは異なる。そこで、グループか、ケースか、という分類が成り立つ。さらに、社会運動を志向しているのか、援助技術を志向しているのかによって、システムとスキルという分類もできる。

アドボカシーについてのこれら６つの分類は、理念型の構成要素であり、実際のアドボカシーのシステムの多くは、それが混合したり結合したりした機能をもつ。これらの３ペアにおいて、ハード・アドボカシーとソフト・アドボカシーとは、アドボカシーが根拠とするもの、すなわちアドボカシーを「支えるもの」の違いによる分類であり、クラス・アドボカシーかケース・アドボカシーかはアドボカシーが支える利用者、すなわちアドボカシーを「求める主体」での区分、スキル・アドボカシーかシステム・アドボカシーかについては、どういう種類のアドボカシーを行うのかという「支援のタイプ」における区分と考えられる。さらにこの３ペアのそれぞれは、制度改革及び資源創出を中心としたものと制度理解及び資源活用を中心としたものに二分される。この区分を、平田（2001）の概念を借りて、「闘うアドボカシー」（＝制度改革・資源創出を中心としたもの）と「支えるアドボカシー」（＝制度理解・資源活用を中心としたもの）と捉え、以上を（表２．１）のように整理してみた。図では、アドボカシーのフレームとタイプにたいして、アドボカシーの「担い手」（セルフ・リーガル・市民）と「分野」（社会運動・社会政策・直接支援）を併置してみた。
表２．１　アドボカシーの分類

	
	闘うアドボカシー

（制度改革・資源創出）
	支えるアドボカシー

（制度理解・資源活用）

	支えるもの
	ハード・アドボカシー
	ソフト・アドボカシー

	支援のタイプ
	システム・アドボカシー
	スキル・アドボカシー

	求める主体
	クラス・アドボカシー
	ケース・アドボカシー


（担い手）

　　

　　　　　（分野）

セルフ・アドボカシー

　

　　運動

リーガル・アドボカシー



　　監視

市民・アドボカシー



　　支援

　自立・自律する個人を前提とする障害福祉のサービスシステムのためには、スキルとして発揮されるアドボカシーだけでなく、分類される様々な立場からの多元的・重層的なアドボカシーが発揮されることが重要である。

そして、このようなアドボカシーは、以下のようなメカニズムをもつ。

まず、福祉サービスのアドボカシーには、アドボケイトが「支える」というメカニズムと、アドボケイトが「支えられる」というメカニズムがある。これは、「支える主体」としてのアドボケイトにより担われ、「求める主体」としての利用者が、「求めるもの」としてのサービスを獲得することを擁護する。

これは、利用者におけるサービスの必要を支持しサービスの獲得を擁護するという機能であり、先ほどの分類における「支えるアドボカシー」に相当する。一方で、利用者の必要と制度がかみ合わない場合は、制度そのものの改変や啓発のための活動を行う、というプロセスもある。このプロセスは、「支えるアドボカシー」に対し、相互作用的もしくは循環的に作用しあい影響を及ぼしあうものであり、「闘うアドボカシー」として捉えられる。アドボカシーが真価を発揮するのは、この２つの機能のダイナミズムにおいてであり、それは必ずしも社会的承認をうけるにいたっていない利用者の必要を支持し、それを通じ、必ずしも制度化されていない規範や倫理を制度化するという機能として働くのである。

ベイトマンはこのことを以下のように述べている。「ヒューマンサービス専門職は、主として、個人のニーズに関わっている。不平等な社会においてそれらのニーズを充足させるためには、サービスの利用者はニーズを権利に変えなくてはならない。もし、それらの権利が法的に享受できない場合には、第三者――アドボケイト――の介入がしばしば必要である。」（Bateman[1995].訳書p.33）
アドボカシーは、このような利用者において必ずしも明確ではないものも含む福祉サービスの必要を浮き彫りにして実行しうる権利として構築してゆくメカニズムである。それゆえ、アドボカシーは、専門職がパターナリズムに頼らずにサービス調整を行うための必須のスキルとなり、権利擁護や監視機関などの制度となり、制度改変・資源創出のために広範な連携のもとに行われる運動となりえるのである。
このようなアドボカシーのメカニズムは、（図２．１）のように図式化できる。

図２．１　福祉サービスにおけるアドボカシーのメカニズム















３．アメリカの発達障害者福祉サービス

３．１　アメリカの発達障害者福祉サービス制度

アメリカにおける障害福祉のサービスシステムは、自立・自律する個人を前提として成り立っている。制度設計自体が個人の権利をもとに構築されており、行政裁量は極力排され、住民自治が基本となっている。そして、それが必ずしも、力のある利用者のみにとってのサービスシステムとは結集していないのは、政治背景を超えて自立・自律を是とする国民気質と、それに支えられた重層的・多様なアドボカシーに支えられているところが大きいのではないかと考える。そこで、前章における理論的な検討を踏まえ、現実にあるアメリカの発達障害
福祉サービスとそのアドボカシーについての考察をこの章で行いたい。
　アメリカは連邦国家であり、その発達障害福祉サービスの制度もまた、常に国家と連邦の関係において捉えられなければならない。

まず、連邦の制度を述べる。アメリカ合衆国における障害者関係の行政組織は、教育省（Dept. of Education）と厚生省（Dept. of Health and Human Services）にまたがっている。この２つは、もともと同一の組織（保健教育福祉省）であったものが、１９７９年に分離したものである。そして、発達障害者のための福祉サービスの実施については、厚生省のなかの発達障害庁（Administration on Developmental Disability）が担当している。サービス内容は、診断、評価、介助、デイケア、職業訓練、余暇活動、権利擁護、移動手段の提供、情報提供等多岐に渡っている。また、障害児教育や職業リハビリテーション、障害研究の助成等に関わるものについては、教育省の特殊教育・リハビリテーションサービス局（Office of Special Education and Rehabilitation Services）が担当している。

日本の場合の支援費に相当する福祉サービス費用の国家負担分については、規定予算（formula grants）といわれる州ごとの人口・財政規模・各州ニーズ等により一定比率で決定されるものと、裁量予算（discretionary grants）といわれる州の申請に基づくものとの二本立てであり、全国一律ではない。さらに、福祉サービスの具体的な内容（サービスメニュー）については、基本的に各州の権限である。各州がどういうサービスを提供するかを企画決定し、予算振り分けを司る発達障害庁の発達障害協議会
（Developmental Disability Council）と折衝することにより、州独自のポリシーに基づく独自の福祉サービスのメニューを実現することが可能になる
。この結果、例えば、ニューハンプシャー州では、個別財政計画（Individual Budget）という制度があり、いわゆる福祉サービスの費用だけでなく、地域生活支援費に相当する費用、たとえば、人間関係を作ったり、余暇活動を楽しんだりする費用の支給を個別サービス提供計画（IPP：Individual Program Plan）に組むことが認められている。

続いて州の制度について述べる
。カリフォルニア州の発達障害者支援の制度は、（図３．１）のように図示できる。

図３．１　カリフォルニア州の発達障害者サービスシステム
















州において発達障害者計画（State Plan）の作成および実施のモニタリングを担うのは、州発達障害委員会(SCDD: State Council on Developmental Disabilities)である。国家予算の直接の受け皿になりサービス政策の決定を担うこの州発達障害委員会は、州の機関でありながらも、その構成メンバー１９人のうち、過半数以上を福祉サービスを利用する障害当事者、親、後見人が占めることが義務付けられている。さらに具体的な業務としては、サービス開発、調整、ニーズアセスメント、当事者の権利擁護、サービス計画策定などを担うが、実際の業務は、ほとんどNPOや当事者団体等の民間に委託されているという。そもそも、州におけるサービスメニューの立案と実行管理を担う機関がこのように利用者と民間を主体として運営されている。

州発達障害委員会が予算を振り分けるのは、地域センター（RC: Regional Center）と呼ばれる福祉圏域ごとの機関であり、これは、州の発達障害局と委託契約を結んだ民間非営利団体により運営されている。特筆すべきは、公設民営である発達センターが、福祉サービスの予算と共に、その支給決定の権利をもち、発達障害者福祉サービスにおいては、日本での市町村福祉事務所の機能を果たすような行政機関は存在しない。また、地域センターの監視のために、エリア・ボード（AB:Area Board）と呼ばれる機関が設けられているが、これも、運営費は州が支給し、コミュニティのボランティア市民代表により構成されるという徹底した当事者・市民主体となっている。

さらに、発達障害者の直接的な権利侵害の監視と救済のために、各州にはP＆A（Protection and Advocacy）の設置が義務づけられている。この機関は、発達障害者の権利の監視、サービスの情報提供と紹介、虐待や人権侵害等の弁護活動、教育分野におけるオンブズマン提供等を担うが、これもその業務は、弁護士やソーシャルワーカー等の専門職を中心に構成された民間非営利団体に委託され、州政府からの独立を守るために運営費用は連邦から補助金で支給される。

こういった福祉サービスや助成のしくみやアドボカシーのシステムについては、福祉サービスの受給権とともに発達障害者援助法（DDA: Developmental Disabilities Assistance and Bill of Rights Act）により統一的に規定されて、明確な連邦および州の義務となっている。そして、障害児教育法（IDEA）や障害者差別禁止法（ADA）のように、福祉サービス以外の発達障害者の生活についても様々な権利法が整備されている。また、カリフォルニアのランターマン法に代表されるように、各州において、発達障害者援助法の地域版とでもいうべきものが存在し、各州の特性とポリシーに従って地域のシステムを明確化している。

米国においては、公金において民間の福祉サービスを購入するという手法が一般的であり、そういう意味では、支援費制度に似ているともいえるが、その「多元主義」は、福祉サービスの供給そのものに留まらずサービス調整決定機能まで含めた公から民への徹底した委託と権限委譲、そして、民のみならず公も監視の対象とするアドボカシーのしくみが前提となっており、それらのシステムが、社会サービス権利法において規定されているのである。

このようにアメリカにおける発達障害福祉サービスのシステムの特徴は、国の制度に対し自立・自律する地方自治、決定過程におけるサービス利用者の参加保障が前提となり、さらに、サービス提供のみならずその決定調整過程も含めた民間委託がおこなわれ（RC）、加えてそこへの地域住民と利用者の管理機構（AB）および第三者の専門家の監視機構（P＆A）があり、その監視牽制には、民だけでなく公も重要な対象となるということにある。すなわち、苦情解決と監視という狭義のアドボカシーのシステムであるP&Aに留まらず、システム全体が、利用者をバックアップし、市民・障害当事者・専門家が、それを担保するしくみとなっているのである。

このように発達障害福祉サービスシステムのありかたそのものが、個人の権利と自由を最大限尊重することを志向して構築されているアメリカでは、当事者主体は、理念に留まらないサービスシステムの実体となっている。

アメリカの発達障害福祉制度と日本の支援費制度を対比させてみるとき、地方分権、当事者主体と自己決定の尊重、在宅福祉、民間主体のサービス供給ということばだけをならべると、一見共通するように見えても、実態としてあるシステムが理念と矛盾しているといわざるを得ない。比較のために、東京都における心身障害者（児）福祉サービスシステム
を整理してみると（図３．２）のようになる。

図３．２　東京都における心身障害者（児）福祉サービスシステム














　これを、カリフォルニア州の発達障害者サービスシステムと比べてみてほしい。

　まず、カリフォルニア州においては、福祉サービスの運営管理財政機構が、利用者と民間が過半を占める州発達障害委員会であるのに対し、東京都は、全員が公務員から成る障害福祉部である。東京都においては、いわゆる審議会や委員会は、専門家を中心とした諮問機関であり、ラインではない。また、社会福祉法人の運営指導や、支援費事業者指定受付等を除き、福祉サービスの管理は、全て市町村の福祉事務所を経由し、福祉サービス利用者のサービス調整も全て福祉事務所でまかなわれる。圏域のサービス調整機能そのものをNPOが受託を受けてしまう地域センター（RC）のような機構や、市民が中心となってサービスシステムに関与し牽制するエリア・ボード（AB）のようなしくみは、そもそも存在しない。日本における権利侵害への対抗機構は、都道府県の社会福祉協議会社会福祉法人に設置される福祉サービスの苦情相談先である運営適正化委員会であるが、その苦情解決の方法は、苦情申出人と事業者双方の同意を得たうえでの事情調査、申出人への助言、申出人と事業者との話し合い等による解決のあっせん、都道府県知事への通知である
。これに対し、アメリカのであるプロテクト＆アドボカシー（P&A）は、同じくNPOに委託される第三者機関でありながら、事実調査の権限が法律上保障されており、また、調査権に基づいて、一定の事実が明らかになった場合には、是正命令、警告、勧告、要望、公表、及び訴訟提起という様々な救済手段をもっている
。そして、地域サービスは、法的な位置付けや補助金制度の区分で複雑な縦割りの管理を複数の所轄の行政からうけている。

この日米の地域サービスシステムの特徴を対比して示すと（表３．１）のようになる。

表３．１　日米のコミュニティにおける発達障害福祉サービスシステムの比較

	
	米国・カルフォルニア州
	日本・東京都
	

	準拠法
	発達障害者援助法（連邦法）

ランターマン法（州法）
	社会福祉各法（国）

条例（都・市町村）
	

	
	いずれもサービス権利法
	いずれも権利法の性格をもたない
	

	財の

調整機能
	州発達障害委員会（州）

エリア・ボード（圏域）
	障害福祉部（都）

福祉事務所（区市町村）
	

	
	構成員は、利用者や市民が過半か中心
	構成は全て行政職
	

	サービス

分配機構
	地域センター（圏域）
	福祉事務所（区市町村）
	

	
	業務は民間に委託（NPO）・州の発達障害委員会の管理と圏域のｴﾘｱ･ﾎﾞｰﾄﾞの監視
	市町村の行政組織・国からの委任業務及び都の管理・圏域での監視機構は存在しない
	

	苦情解決と

権利侵害の

監視機構
	ﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ&ｱﾄﾞﾎﾞｶｼｰ･ｲﾝｸ：PAI（州）
	運営適正化委員会（都社協）
	

	
	DDAに規定された全国組織（NPO）
財源は、連邦

あらゆる権利侵害が対象

強制調査権・是正命令・訴訟も可能
	社会福祉法に都道府県社協に設置を規定

財源は、都

施設内での苦情への対応に限定

同意を得た調査・都道府県知事への通知まで
	

	サービス

供給システム


	入所施設を除き民営法人（NPO・企業）が中心
	直営・社会福祉法人・法外施設（非法人）が中心

	
	基本的に行政ラインから独立

人権侵害は、PAIの定期監査がある
	行政から複雑な縦割管理をうける

人権侵害は自主管理（第三者委員制度）


　アメリカの制度の特徴は、第一に、コンシューマリズムとアドボカシーが、実体的にも手続的にも明確にされていることにある。予算と計画策定機能をもつ発達障害委員会や、強制調査権をもつP&Aやサービス調整決定権をもつ地域センターは、全て法内の正式機関でありながら、参加メンバーの構成や民間委託により、当事者のイニシアティブと第三者性が明確になっている。また、地方自治、市民参加についても、連邦法に対する州法、エリア・ボードという機構として実現している。

このように、アメリカでは、コンシューマリズムとアドボカシーは、単なる理念に留まらず、法的にも制度的にも明快である。比べて、日本の福祉改革においては、制度が理念を体現し、それを実現させようとする志向は、ここまで徹底されてはいない。しかし、利用者という個を巡って、費用と効果、同時に権利と承認が、ある種の緊張感を持って常に問われ解決されつづける動的なシステム、恩恵的に与えられる福祉ではなく個人の権利に基づくサービスシステムであるならば、まず、利用者にとって、制度が理念どおりに設計されていなくてはならない。
そして、こういった行政システムやサービスシステムのありかたが前提となって、運動としてのアドボカシーや専門家のアドボカシーが縦横に展開されうる環境が生れる。ここに、アメリカの障害者福祉サービスの活力と柔軟性の源がある。

そのアドボカシーの実例については、続いて３．２及び３．３で紹介することとする。

３．２　闘うアドボカシー（制度改革・資源創出）

クラス・アドボカシーが成し遂げた脱施設（ニューハンプシャー州）

脱施設および地域サービスの充実は、日本の支援費制度においても本来目標とするところであるが
、アメリカにおける「たたかうアドボカシー（制度改革・資源創出）」の一例として、アメリカで最も早く入所施設の全廃を成し遂げたニューハンプシャー州の事例を紹介する。

カナダと国教を接するニューハンプシャー州は人口１２０万人、森のなかに湖が点在する小さな州である。政治風土は、保守主義かつ自由主義であるといわれ、州の車のナンバープレートには、live free or die（自由に生きられないなら死を選べ）という標語が記されている。そして、福祉関係者の間では、全米で初めて知的障害者入所施設を全廃した州として知られている。

ラコニア州立学校と呼ばれた公立発達障害入所施設は、７０年代までのアメリカで特徴的であるいわゆる巨大施設の一つであり、１９７０年の最盛期には１２００人の発達障害者が狭い建物に劣悪な環境で収容されていた。
まず、このような劣悪な施設に収容されることに反対する知的障害当事者の家族とノーマライゼーションを実現したい州政府関係者が協力してロビー活動がおこなわれた。その結果、発達障害者が地域生活を送るために必要なサービスについて定めた州法が、１９７５年に制定された。それは、障害当事者が地域生活を行うために必要な在宅サービスをうける権利及び個別的サービス計画の立案、「最も制約の少ない環境」でのサービスの提供、最新かつ最善の質のサービスをうける権利の承認等から成っている地域サービス権利法の性格をもつ州法であった
。

この法案成立の結果、各地に１２の地域センター（regional center）が作られ、在宅サービスの事業者の育成が図られた。同時に、入所施設の職員が地域サービス事業者に転職することが奨励され、そのための教育プログラムが組まれた。

さらに、１９７９年には、障害児の親と法律専門家が共同して、広範な公教育の実現を求める教育訴訟に勝訴した。この教育訴訟は大きな世論の支持を受け、その結果、入所施設に対する縮小命令がだされることになったという。

これらの運動・法案・地域サービス・世論の結果、入所者は減り、地域サービス法ができてから１６年後の１９９１年にラコニア州立学校は閉鎖された。しかし、正式に全廃の決定が利用者と家族に告げられたのはその半年前であり、また、そのときまでには利用者は既に２０人にまで減っていたという。閉鎖後の施設は、刑務所に転用され
、２００２年現在でも利用されている。

このようなラコニア州立学校解体の特徴について、現地で行ったヒアリングと当時のニューハンプシャー州の行政職として施設閉鎖の間の１７年間関わってきたShumway(1996)も参考にしながら列挙してみると下記のようになる。

１　障害者の親と行政職専門家（教育訴訟の場合は、親と弁護士）が連携があった

２　全体計画が情緒的に流されず周到なものであった

３　運動の焦点を地域サービスのしくみ作りというポジティブなものにあてた

４　閉鎖の半年前まで閉鎖計画（ネガティブな側面）は公表されなかった

５　計画的な入所施設職員の再教育と地域サービス従事者への転換が行われた

６　施設利用者自体も自発的かつ段階的に地域移行させた

７　「自立」を尊ぶ地域風土と規範が、脱施設を強く後押しした
　特に強調しておかねばならないのは、脱施設は地域サービスシステムの充実の結果であり、その逆ではなかったということであろう。地方分権とサービスの供給システムの民営化のみならず、決定調整システムまでを民営化し、施設職員の再教育・移動を図った結果が、自然な形での施設解体に結びついたのである。

　また、うまく立法や裁判を利用しながら、粘り強く脱施設が成し遂げられたことについては、その前提として、個人に根ざす権利とそれを守る費用を、法を通じ連邦が支え、それを州が確認し、イニシアティブをもって政策として実行できる環境、さらにそれを是とする司法制度や国民の価値観の存在を忘れることができない。

たとえば、同様な地域サービス権利法をもつ州はカルフォルニア州のランターマン法
を始め数多く、そしてそれは、合衆国憲法１４条・リハビリテーション法５０４条・障害者教育権利法（IDEA）・障害をもつアメリカ人法（ADA）等の連邦法と連動し、また、直接的には、連邦におけるサービス権利法としての発達障害者援助法（DDA）に支えられている。

この法としてのDDAに定められた障害当事者を国家が支える責任とその結果としての国家財政支出を前提として、州法は、州の理念に従って具体的なサービス内容及びそこへの費用支給のありかたを定めている。地域サービスが、このような性格をもつ連邦から州までの関連法に規定され支えられているということが、前述の１９７５年法などの極めて戦略的かつ具体性のある地域立法を可能にし、また、それゆえ、立法後のサービスシステムの改変も速やかであったと思われる
。

また、米国の司法制度もアドボカシーとは親和性が高い。米国では、ソーシャルアクションの手段として、あるいは個別の地域サービスの保障と獲得の手段として、訴訟が使われることも多いが、それは、日本と異なり、司法が立法の是非まで踏みこんだ判決をだせるという制度上の特徴があってのことである。さらに、法律上で保障された権利を守るP&Aのシステムや公益法律事務所等の民間非営利活動の存在が障害当事者の積極的な司法活用をバックアップしていることが個別訴訟を可能にする
。

さらに、他者も含めた自由と独立を強く支持する社会規範の存在も、カリフォルニア州等のリベラルな地域のみならず、ニューハンプシャー州のような保守的な州も含めた全国的なものであるが、これがニューハンプシャー州の世論を脱施設に動かした原動力であり、それは場合によっては、保守主義者によるものとは思えないような政策展開とその支持につながったりもしている
。

ニューハンプシャー州では、新自由主義による連邦の財政政策の影響で、１９９２年以降の福祉サービスは後退局面を迎え、援助付き雇用は減少し、サービスの選択肢が減り、サービスの待機も増える傾向となったという。しかし、それが、基本的権利の獲得に加えて、個別的なサービス受給権、サービスの質を問う活動を活発化させた
。すなわち、権利法もしくは手続き的権利保障があってもサービス受給と地域生活の保障は「熱心に」とりくまなければ実現せず、P&A等や市民活動がその真価を発揮するようになったという。つまり、当初制度改変のためのクラス・アドボカシーおよびシステム・アドボカシーの様相が強かったニューハンプシャーの脱施設運動は、９０年代になって、新自由主義的政策が優位となってくると、それに対抗するケース・アドボカシーとしての側面を強めていったわけである。

もちろん、脱施設と地域移行の原動力となったニューハンプシャーの地域サービスシステムにも全く問題がないわけではない。現地における地域センター関係者のヒアリングからは、長年の委託業務のなかでの組織の硬直化、それを受けて利用者中心というよりサービス中心で業務が廻ってしまいがちな問題、コミュニティサービスの提供がコミュニティサポートの全てであるかのような混同、といった現状の問題点が提起された。しかし、それも民営化したからこそ顕在化し得た問題ともいえるのではないだろうか。

３．３　支えるアドボカシー（制度理解・資源活用）

セルフ・アドボカシーを定着させるコミュニティワーク（イリノイ州）
 　続いて、「支えるアドボカシー（制度理解・資源活用）」として、イリノイ州セルフ・アドボカシーを定着させるコミュニティワークについて紹介したい
。

イリノイ州イリノイ大学シカゴ校・障害と人間発達学部
の「虐待と障害イニシアティブ」研究チームは、１９９７年８月～２０００年７月までの３年間、「障害をもった人の援助プログラム～虐待、放置、金銭搾取に立ち向かうために（Developping a Curriculum to Help People with Disabilities. Take Charge Against Abuse,Neglect and Financial Exploitation）」というプロジェクトを行った
。主任研究員のNancy M.Fitzsimons-Covaは、ケースワーク出身の研究者である。

「アドボカシー＆エンパワメント・プロジェクト(Advocacy & Empowerment Project)」と名づけられたこの実践研究は、コミュニティにおいて、障害をもった人及びその家族、およびその支援者に対し、虐待、放置、金銭搾取に対抗する知識、技能、リソースを提供することにより、権利を主張することおよび障害のある人の権利をエンパワメントすることを目的としており、以下のようなテーマをもつ。（Fitzsimons-Cova,2000）
・　コミュニティに根ざした大学のプロジェクトの実施をおこなうこと

・　地域のプロジェクト委託先とのパートナーシップを確立すること

・　障害の種別を超えたコラボレーションを実現すること

・　そこに知的障害（mental retardation）のある人の参加を実現すること

プロジェクトの一年目は、地域のプロジェクト委託先とのパートナーシップを作ることが主眼であった。CODA(イリノイ障害と虐待連合)という団体の協力を得て、２つの地域諮問委員会が形成された。その成員は、障害当事者１８名、行政職員１６名、地域住民代表１３名、法律関係者６人である。
そして、当事者ニーズに応えたカリキュラムを双方向的に開発することが開始される。

そこでは、作業を効果的に進めるために、Facilitated Conversation Methodという手法
が取り入れられた。また、小さなグループでの討議を重んじ、決定は全員で行い、達成すべきゴールが明確されるように常に努力が払われた。

２年目は、パートナーシップ作りが継続して行われるとともに、カリキュラムを開発と完成が目指された。６回の合同推進委員会、５回づつの各地域委員会を踏まえ、３回のカリキュラムの改定がおこなわれた。最終的な委員会の意見として、カリキュラムをさらに利用者にわかりやすくかつ双方向的に（user-friendly & interactive）という決定がされた。

並行して、コミュニティ・インストラクターの募集とトレーニングが行われた。募集は、これまでの委員会メンバー、もともとのプロジェクトスタッフを含めて募集が行われ、障害をもった当事者との連携を主眼において進められた。結果として、４５人の募集があり、４０人の採用となったが、採用されなかった５名も、基本的には辞退者であるとのことである。インストラクタートレーニングセッションは、シカゴとスプリングフィールドで地区別３回づつ行われ、導入１日・ワークショップ２日・フォローアップ１日であり、カリキュラムのパイロットテストを兼ねるものとなった。各地で８回開催され、受講者の満足度は事後調査ではかなり高いものだったという。

さらに、企画とプレゼンテーション資料の開発も行われた。これもそれぞれのコミュニティ団体との共催を得て実行され、ＴＩＰＳを企画するワークショップ、チェックリストを企画するワークショップなど基本的にワークショップ方式が採用され、そこで宣伝のＴＩＰＳ、効果的プレゼンテーションの技術、さらに「ワークショップ当日」のためのＴＩＰＳなど、地域事情に即した実戦的なアイディアが豊富に盛り込まれることとなった。

そして、３年目は、ワークショップそのものの開催となる。TAKING CHARGE（立ち向かう・取り組む、の意味）と名づけられたワークショップは、計１５回、総計２１２名の参加を得て行われた。また、参加者のうちの障害者比率は５０％（サービス事業者と専門家３４％家族１６％）であり、各地区の共催団体は自立生活センターを中心に、知的障害者親の会、高齢者関係団体などであった。

続いて、ワークショップの内容と流れを紹介する。

TAKING CHARGE は、基本的には１日のワークショップであり、８のモジュールから成り、インストラクターによるパワーポイントを用いての視覚化と場面場面での参加型のロールプレイの多用が特徴である。
モジュール１は「障害にたいする社会的アプローチ」がテーマであり、「環境バリア＝社会的態度＋政策（規則）」という考えかたが軸となり展開される。そこでは、態度と規則や政策は相互に影響しあい、その結果おこる循環（もしくは悪循環）による態度や政策が障害当事者にとっては、実際の障害よりも大きな問題となる、として、人の肉体的精神的不全を測ったり、レッテル張りをするのではなく、環境バリアが障害のある人々に与える影響そのもの問題とし焦点化してゆくことをテーマとする。

モジュール２は、「あなたの安全・あなたの権利」と題し、あらかじめ録画された地域生活・施設・家庭等での場面のロールプレイを見て、そののち、何気ない日常的環境において存在する虐待、放置、金銭搾取について体験の別ち合いや議論を行う。

モジュール３は、「虐待、放置、金銭搾取を理解する」と題し、権利侵害をそれと認識するために虐待、放置、金銭搾取がどんな形をとり、それが捉えにくいものから明らかなものまでの連続性をもつことを説明する。

モジュール４は、「行動を妨げる外的バリア」がテーマとなり、虐待、放置、金銭搾取に立ち向かうときに立ちふさがる態度のバリアや障害について一般の人々に流布している「神話」について説明する。目的は、態度のバリアや神話に対し、障害当事者がきちんと「事実」を持って対抗することを学ぶためである。

モジュール５は、障害当事者の自分自身の内面に争点をあて、それを「行動を妨げる内的バリア」として検討する。仕返しに対する恐れや、日常を支配する力をもつ加害者との対決を避けたがる気落ち、自分自身の動揺や悲哀を避けたがる被害者の気持ち、低い自己評価に基づきおこったことを自分のせいとしてしまう自己非難、それらを通じ、自分の行動なんてなにも影響をあたえられず意味がないと思い込む「学び取った無力感」に焦点をあて、そこにおこる「クモの巣の効果」
に対し、人権侵害をうけた当事者自身が可能な限り率先して行動し、知識と技術と支援で、支配の網から自由になることを学ぶ。

モジュール６は、「セルフ・エンパワメント ～立ち向かおう！」と題し、前半は虐待、放置、金銭搾取に障害当事者が自分自身で立ち向かうための知識の修得、後半は、小グループにわかれたロールプレイ演習に基づく技術の体験的習得をめざすものである。その基本的考えは、セルフ・エンパワメントが自らが被害者から生還者（survivor）の移行する唯一の方法であるということである。

モジュール７は、「制度を理解する」という知識習得が中心のモジュールであり、自立生活センター（CIL）を筆頭にイリノイ州人権局（HRA）に至るまで、イリノイ州における虐待に対する被害者にサービスを提供する地域機関を当事者活動から行政組織まで幅広く多岐に渡って紹介する。

最後のモジュール８は、「セルフ・アドボカシーとエンパワメント」と題され、ロールプレイでの小グループ経験を中心にこれまでの内容を参加者各自に体験的に整理・消化するためのセッションである。このモジュールの最終的な目的は、

・セルフ・アドボケイトとなることの意味がわかるようになる

・効果的なコミュニケーションを図ることができるようになる

・セルフ・アドボカシーの技術を使って自らの権利行使を助ける機関を動かすことができるようになる

とされるが、これは、このモジュールの表題である「セルフ・アドボカシーとエンパワメント」も含め、ワークショップ全体のテーマと目標とする成果をあらわしているともいえる。

以上、障害当事者自身の体験学習を通じて、自らコミュニティの一員として、福祉サービスを利用し日常生活を送る上で直面する場面で遭遇する虐待や差別的な状況に対し、自らの勇気と選択で、必要な制度を使いこなしつつ「立ち向かう」ことを体験的に学ぶワークショップおよびそのプランニングの過程を紹介した。

以上を踏まえ、特に意味深いと思われたのは以下の３点である。

　まず、３年の歳月をかけ、地域における障害当事者や関係者の参加により行われたプログラムつくりも含めたワークショップ開催準備自体がコミュニティワークであること。ワークショップのもたらす専門家側からの地域への一方的な働きかけではなく当事者・市民団体を地域の委託先としパートナーシップを軸にすすめる方法論、基本的な決定を地域の当事者・関係者が主体の地域諮問委員会にゆだねる権限の構造など、計画過程そのものが、障害当事者を中核とする地域におけるソーシャルネットワーク形成を果たしている。

続いて、このワークショップは、現実の人間関係のあるもの同士を含むコミュニティの成員がインストラクターおよび参加者となり、障害の種別を超えた障害当事者を中心に、家族と施設職員・一般市民が混合する参加構成となっていること。それは、まず、違った種別の障害当事者たちの交流と結びつき、施設職員や地域住民が障害当事者の視点から学ぶ機会となる。そして、現実の人間関係はワークショップが終わったあとも継続し、地域におけるソーシャル・ネットワークの構築にもつながってゆくという二重の効果をもっている。

最後に、ワークショップは、視覚化と体験を重視した形式であり、知識面の習得よりも、そこで参加者ひとりひとりが勇気付けられ、自信をもつことに焦点をあてていることである。このようなエンパワメントを主体とした体験学習の結果、まず自分自身が権利侵害に立ち向かうセルフ・アドボケイトとなることを目標とすることである。

このように、このワークショップそのものは、直接的には虐待防止に焦点をあてたものであるが、自由主義・個人主義に基づく福祉サービスの国にだからこそ必要である障害当事者自身とコミュニティへの支援プログラムであることが理解できよう。

障害福祉サービスの受給決定そのものが基礎自治体から民間に委譲されているアメリカでは、「支えるアドボカシー（制度理解・資源活用）」といえども、必ずしも窓口行政や受給決定への支援業務に留まらないものとなっている。障害当事者自身の自己決定力を高めるために地域における障害当事者主体のソーシャルネットワークの形成を自然に促し、当事者自身の内的な力をエンパワメントするこのような援助技術が福祉サービスの消費者主義を支えている。知識の面でのサービス利用支援が中心である日本においても、支援費制度導入後には必要になると思われる。

４．まとめと今後の課題
４．１　まとめ

「当事者主体」とは、「障害をもつその人は、自分自身の人生の主人公として、障害に関係するサービスや生活のありかた等の決定や運営に自覚的・意志的に参加し、イニシアティブをとる権利をもっている」ということである。すなわち、当事者主体とは、利用者個人の主体性とその権利を中心とした福祉を求める強い志向であり、それは、リハビリテーションの世界における障害の社会モデルの確立や障害者の権利を確認していこうとする世界的な潮流に支えられて、福祉関係者にも共有される考え方となりつつある。

　一方で、８０年代と９０年代の２回にわたる福祉改革は、中央集権的な福祉サービスシステムから地域化への転換および供給者側から構成されていたサービスシステムを利用者側から構成しなおすことを目標に掲げ、それは、「利用者本位」と表現されていた。

しかし、福祉改革に行政が最終的に求めたものは財政改革であり、それは直接には福祉サービスの民営化・市場化を志向するものであった。一方で、障害当事者運動は、自らの主体性と権利性にまず着目する。これは見えにくいが、本質的なギャップであった。

結果としてできた支援費制度とは、行政処分として行政が決定する措置制度から、利用者が民法上の利用契約に変更され、制度上におけるサービスの決定主体は利用者となるというものであった。しかし、その実態は、サービスの調整決定におけるこれまでの行政裁量はほとんど保ったまま、サービスの決定形式のみ行政処分を廃し、それを利用者と供給者の自由契約に委ねるしくみであった。サービスが利用者側からの権利としての要求し実行できる可能性は、介護保険と比べてもさらに小さく、介護保険と異なりケアマネジメントも制度化されず、支給決定に対して利用者の異議申し立てを調整する仕組みすらない。また、制度変更に伴う社会福祉法の改正は、供給者への規制緩和・自由化を踏まえた一定の利用者保護を行うことのみに留まり、利用者が福祉サービスを積極的に求める権利は従来の反射的利益の域を出ることはなかった。支援費制度は、当事者主体の制度とはならなかったのである。

しかし、このような形で、恩恵と良き意味でのパターナリズムは廃しながら、行政裁量は温存しようとする日本の社会福祉行政の姿勢では、いままでの予定調和的な福祉システムはますます困難なものになり、遠からず支援費制度の抱える矛盾が露呈するであろう。支援費制度は、パターナリズムに替わり、明確に、利用者個人の主体性とその権利を中心とするサービスシステムとして再構成される必要がある。

そのためには、まず、福祉サービスにコンシューマリズム(consumerism)を導入し、福祉サービスの調整および受給の過程に利用者が参加することを通じ、利用者の権利と主体性をもとにサービスシステムを構築し、結果としてそのサービスの質と量の確保をおこなうようにすべきである。

このような福祉サービスのコンシューマリズムは、利用者の「権利本位」「素人主権」を基本原理とし、下記の３つの要素から構成される。
①　市場の場において利用者に必要なサービスが供給されること

②　利用者および市民としてのサービス受給者の諸権利の保障
③　当事者が権利の主体であるというアイデンティティの確立

　財政問題により、福祉の質と量の確保のためのパターナリズムは後退し、行政裁量が、一方的な利用者への供給削減のための権力として機能しかねないような状況となっている。利用者の主体性と権利に基づき、パターナリズムに替わる福祉の質と量の確保をコンシューマリズムに求めることが必要である。

しかし、福祉が公金を財源とし法に基づき実施される以上、コンシューマリズムが機能するためには、利用者の主体性と権利性は、実定法上でも確認されなくてはならない。これが、実体的な権利保障の問題である。

かつての社会福祉事業法は、福祉の質と量の確保を主として行政のパターナリズムにより実現することを前提としていたものであったが、社会福祉基礎構造改革や支援費制度の実施のための法改正を踏まえて社会福祉法となったのちも、利用者の権利は請求可能なものではない反射的利益として位置付けられ、福祉の実施は広範な行政裁量の行使を前提としたものとなっていることは否めない。

しかし、福祉の市場化を行い、パターナリズムに替わる福祉の質と量の確保をコンシューマリズムに求めるならば、社会福祉法は、利用者の主体性と権利性に基づいて再構成されなくてはならないと考える。そのためには、介護保険法がつくられたように、支援費制度の実施においても、従来の障害種別の福祉法の枠組に囚われることなく、LSS法のような社会サービス権利法という選択肢も積極的に検討されるべきであると考える。

　一方で、利用者の主体性と権利が実体的な法に基づくことになっても、ただそれだけを根拠に利用者にとって福祉サービスを権利として強行することが常に可能であり望ましいわけでもない。従って、実質的な権利保障を求めるならば、実体的な権利の確立だけでなく、手続的な権利保障も重視される必要がある。

そのためには、福祉サービスの内容・質・受給資格については「コミュニティケア憲章(Community Care Charter)」のように、可能な限りの基準化を通じて判断過程の客観化を推し進め、可能な限り行政庁の裁量が機能する部分を限定してゆき、行政裁量の恣意的行使の排除を行うことや、基準化された内容の遵守を行政や事業体が宣言することで確かなものとする「ギャランティー(guarantee)」も検討されるべきであろう。

　このように、利用者が、実体的な権利保障や手続的な権利保障に支えられ、しかもそれを主体的に行使するようになることで、行政や事業者との本質的に非対等な関係のなかで、自分の権利を実行可能なものとして追求し、コンシューマリズムが機能できるようになる。

しかし、そもそもの障害福祉サービスの利用者が持つ社会的不利を考えると、利用者の主体的な活動によりサービスの質と量を実質的に保障することが、制度的な権利保障を行い、その権利の行使を当事者にただ委ねるだけというのでは非現実的である。ここに求められるのは、冒されている権利、まだ確定しない権利を含む利用者の権利の直接的なバックアップ活動である。その担い手をアドボケイト(advocate)といい、その行為をアドボカシー（advocacy）という。
アドボカシーには、大別して、「セルフ」、「リーガル」、「市民」の３種の担い手があり、「運動」、「監視」、「支援」の３つの分野で活動が行われる。そして、理念型としては、制度改革・資源創出を担う「闘うアドボカシー」と、制度理解・資源活用を担う「支えるアドボカシー」に２分され、前者は、「ハード（はっきりした権利に基づく）アドボカシー」、「システム（社会運動志向の）アドボカシー」、「クラス（対象が集団である）アドボカシー」、後者は、「ソフト（はっきりした権利に基かない）アドボカシー」、「スキル（援助技術志向の）アドボカシー」、「ケース（対象が個人である）アドボカシー」と分類される。

「支えるアドボカシー」とは、利用者におけるシステムの利用、たとえばサービスの必要を支持しサービスの獲得を、擁護するという機能である。そして、「闘うアドボカシー」は、利用者の必要とシステムがかみ合わない場合に、システムそのものの改変やそのための啓発活動を行う機能であり、それは「支えるアドボカシー」に対し、相互作用的もしくは循環的に作用しあい影響を及ぼしあう。アドボカシーが真価を発揮するのは、この２つの機能のダイナミズムにおいてであり、それは、利用者の必要に基づく社会資源化を促進し、現実に即した制度や法律の改変を促すメカニズムとなるのである。

アドボカシーは、このような利用者において必ずしも明確ではないものも含む福祉サービスにおける必要を浮き彫りにして、実行しうる権利や使える資源として構築してゆくメカニズムである。それゆえ、アドボカシーは、専門家がパターナリズムに頼らずにサービス調整を行うための必須のスキルとなり、権利擁護や監視のための機構となり、制度改変・資源創出のために広範な連携のもとに行われる運動ともなる。

このような利用者の権利及びコンシューマリズムとアドボカシーに基づくサービスシステムを実際にもつ国が、アメリカである。アメリカの障害福祉サービスシステムは、社会サービス権利法により規定され、市民と利用者がイニシアティブをとり、可能な限り民間委託された行政システムが、サービスの企画計画・費用供給・決定調整・監視をおこなうことで、コンシューマリズムに基づいた民間サービス供給システムが成立し、市民・障害当事者・専門家による多面的多重的なアドボカシーが展開されている。

アメリカの発達障害者福祉サービスは、利用者の主体性と権利性に基づくサービスシステムとして、以下のような特徴をもつ。

· 利用者の権利をもとに構成された法
により、サービスシステムが規定される

· 構成員が利用者あるいは住民中心の行政機構
が、計画と予算の権限をもつ

· 連邦との関係において、サービスのポリシーには、州の独自性が最大限尊重される

· サービス調整システム
は、民間法人に委託されている

· サービス調整システムは、介護の範囲にとどまらず、地域生活の費用もアセスしうる

· サービス調整システムの管理は、住民から構成される行政機構
が担う

· サービスシステム全体の監視は、法律専門家を中心に構成され、連邦予算により運営される州行政からも独立した第三者機関
が行い、その監視対象は、州政府そのものにも及ぶ

· アドボカシーは、社会運動や専門家の活動としても多面的・重層的に展開され、制度改革・資源創出、制度理解・資源活用の役割を果たしている。

このように、アメリカでは、コンシューマリズムとアドボカシーは、単なる理念に留まらず、法的にも制度的にも明快である。法内の機関が、参加メンバーの構成や民間委託により、制度における障害当事者のイニシアティブと第三者性の確立を明確にしている。また、地方自治、市民参加についても、現実の州法や機構として実現されている。すなわち、苦情解決と監視という狭義のアドボカシーのシステムであるP&Aに留まらず、システム全体が、利用者をバックアップし、市民・障害当事者・専門家が、それを担保するというアドボカシーがビルトインされたものとなっているのである
。
そして、こういった行政システムやサービスシステムのありかたが前提となって、運動としてのアドボカシーや専門家のアドボカシーが縦横に展開されるのである。ここに、アメリカの障害者福祉サービスの活力と柔軟性の源があると考える。

４．２　これからの支援費制度のために

支援費制度という現実のサービスシステムを利用者の主体性と権利に基づいたものとするためには、これまでの理論的検討を、最終的には制度論に繋げてゆかねばならない。

コンシューマリズムによりサービスシステムがコントロールされ、利用者が、適宜アドボカシーによりバックアップされるためには、コンシューマリズムとアドボカシーが現実のシステムに対してビルトインされている必要があるのである。

前述のアメリカにおける発達障害者サービスシステムにおいては、利用者に支給されるサービス費用としての財の調整機能は、利用者代表が構成員の過半数を占める州発達障害委員会（SCDD）、適切なサービスの配分機能は、福祉専門職を中心とする民間非営利団体に委託された地域センター（RC）、地域センターの運営監視は、住民代表により構成されるエリア・ボード（AB）、サービス事業者と行政の運営監視と利用者からの苦情解決は、司法関係専門家と福祉関係専門家を中心とするプロテクション＆アドボカシー（PA）がそれぞれ担っており、コンシューマリズムとアドボカシーは、利用者・専門家・住民により担保されている。

　一方、日本の支援費制度においては、財の調整機構とサービス配分機構は、全て行政職が担い、利用者や専門的な立場からの第三者の関与はないという制度設計である。また、監視機構は、市町村の行政オンブズマン、施設の第三者委員
、市町村の苦情相談窓口、都道府県社会福祉協議会の運営適正化委員会
等が相互の連携もほとんどなく担当し、第三者委員を除いては利用者や住民の立場での関与はほとんどなく、専門家が関与していても、アメリカのような強い調査権はもたず、訴訟等の主体ともなりえない。

このように、支援費制度においては、財の調整機構とサービス配分機構のほとんどを行政が担い、利用者・専門家が主体ではないため、財の調整とサービスの配分においては利用者の主体性どころか第三者性すらも確保されず、その結果、財の調整やサービスの配分が、利用者の必要よりも行政の恣意に基づくことも懸念される。また、監視機構も、行政や事業者に対する第三者性の確保が不充分であり、利用者参加も住民参加もないので、セルフ・アドボカシー、地域でのアウトリーチの機能といったものもほとんどもたない。

このようにコンシューマリズムとアドボカシーの実現という観点から、支援費における「財の調整」・「サービス配分」・「監視」の機構を検討してゆくと、「利用者参加」・「市民参加」・「第三者性の確保」・「専門性の確保」・「ネットワーキングの形成」等のキーワードが浮かんでくる。そこで、それらを踏まえながら、支援費制度にコンシューマリズムとアドボカシーをビルトインするための試論を展開してみたい。

まず財の調整機構の問題について。サービスシステムにおける財の調整とは、利用者の必要を社会的に承認するプロセスであり、そこには、集合的な財の調整としての予算管理機構と、個別の財の調整としての判定機構が存在する。従って、問題を解決するためのポイントは、地域福祉計画の策定主体や機能及び権限の見直しと、支援費制度においても介護保険制度と同じく、専門性をもった
第三者によるサービス認定審査会の創設をおこなうことにあると考える。

財の調整が、コンシューマリズムに基づくためには、まず予算管理機構の構成が、利用者と住民主体となる
ことが必要である。また、その予算管理機構が作成する計画は、理念や指針的なものに留まらず、具体的・実質的な計画でなくてはならない。そして、計画の策定過程において、情報のコントロールも含めた行政側からの誘導は極力排され
、かつ、予算策定作業に必要な資源の供給は保障されなくてはならない。

もちろん、策定された計画の承認は議会によりおこなわれることになるし、予算計画を年度計画に落として執行することは基本的には行政当局の役割であろう。しかし、その執行管理と実績のチェック、必要に応じての修正計画の策定は、予算管理機構がおこなうべきものである。

そして、予算計画に基づき、個別の財の計画である個別サービス計画を判定する
ときに、その必要を的確かつ公正に判断しうる第三者性が保障された認定審査会
の決定によることは不可欠である。そして、性格上、この第三者性は、専門家と利用者を主体として確保されるべきである。

続いて、サービス配分機構の問題について。そもそも、サービスの配分とは、利用者個別の必要をアセスメントし、個別サービス計画とすることである。また、サービスの配分機構の果たす役割は、個々人のサービスの必要を的確かつ公正に判断することである。そのためには、行政とサービス事業者からの第三者性の確保、ケアマネジメント専門家の参加による客観的な専門性の確保、利用者の主観的判断を担保するための利用者代表の参加
が必要である。

従って、この問題を解決するための手がかりは、ケアマネジメントの制度化にある。当事者参加を前提にして専門家主体のケアマネジメントを制度化すれば、サービス調整会議や認定審査会の制度化がおこなえ、その関連で、既存の生活支援センターなどの役割も再検討されるであろう
。

第三は、監視機構の問題である。監視機構においては、行政の恣意性やサービス事業者の圧力から独立できる第三者性と事実調査の権限と改善命令のもととなる専門性が必要である。そのうえで、利用者参加が、セルフ・アドボカシーとエンパワメントのため、住民参加は、コミュニティでのアウトリーチの発揮のために求められる。監視機構においては、このような多岐にわたる機能を果たす幅広い主体が参加することを求められるので、専門家主体の強力な調査権と救済力をもつ上位機関と、セルフ・アドボカシーとアウトリーチを重視した利用者と住民主体の地域機関がネットワークを組むというような構造が有効であろう。その場合、もちろん行政と事業者からの第三者性の確立と監視と救済の必要を体感しうる障害当事者の参加は、大前提となる。

すなわち、監視機構における問題を解決するための手がかりは、当事者団体
、権利擁護を目的とする市民団体
、非営利の専門家団体
などの真の第三者機関の育成と活用とそのネットワーキングにあるといえる。

ここまでの検討から、これから目指すべき制度の再検討のために、下記のようなポイントが見えてくる。

１　地域福祉計画策定のありかたとその機能について

２　ケアマネジメントと認定審査会の制度化

３　利用者・住民・専門家のネットワーク型の監視機構

以上、支援費制度の機構を巡って、制度論の前段とすべく試論を展開した。さらに具体的なものについては、支援費制度開始後、その現実的な検証を踏まえて考察されるべきであろうと考え、ここでの検討が、そのための、ささやかなステップとなることを願うものである。

４．３　自由と必要と参加について

恩恵的に与えられる福祉ではなく個人の権利に基づくサービスシステムとは、同時に集合的に与えられるサービスではなく、個人の必要に基づくサービスの提供を志向することになる。現に、アメリカでは、ほとんど全てが、「個別～計画(Individual ××× Program)」が作成され、それに基づいた決定が行われる。しかし、考えるまでもなく、限りなく個別的な利用者の必要に対して、福祉の供給の妥当性を客観的に判断し承認するというのは、難しい問題である。

武川は、「要る」と「欲する」を「必要」と「需要」と定義し、以下のように述べている。「需要は、個人や集団などの主体の選好に帰着するという意味で主観的である。これに対して、必要は、個人の恣意を超えた価値判断、あるいは規範に基づいているという意味で客観的である。また、需要は、人々の欲望に基づいているのに対して、必要は、そうした欲望を超えた何らかの道徳に基づいている。また、需要は、その実現の有無が快・楽につながるという意味で、利害と対立するのに対して、必要は、その実現の有無が正・不正につながるという意味で、善悪に関連している。（傍点原著者）」（武川2001.p25-26）　

すなわち、必要であるかどうかは、「客観的」「道徳的」「善悪」にもとづき、規範的に判断することである。従って、例えばケアマネジメントにおいては、必要は、客観的なアセスメントにより判定され、アドボカシーにおいては、道徳的あるいは善悪の判断に支えられて代弁や擁護が行われることになる。しかし、必要の概念には、他者にある絶対的な価値判断が、やはりどこかに潜んでいないだろうか。そうであれば、当事者主体が求めるもの、すなわち、個人に着目し自由・自律を基盤に捉える立場から要求される権利を、普遍的で客観的な必要の基準で、判断することは可能なのだろうか。

この問題を検討するための有益な先行研究が、山森(1999)により、Amartya SenとP. Townsendの論争を踏まえてなされている。

Senは、人ひとりひとりの福祉の評価における自由の重要性を強く提起したことでよく知られている。そして、Senが提起した概念である機能（function）とは「ひとが達成する生活水準、福祉そのもの（充足される必要）」である（山森[1999],p.38）。この機能は他者評価のみならず自己評価も踏まえたものであるが、さらに、「実際に達成している状態の他に、どんな状態を選択することができたのか」を考慮するものとして「機能の選択的集合」としてのケイパビリティ(capability)の概念がある(山森.[1999],p.38) 。　　

このようなSenのアプローチは、限りなく自由に価値をおく必要理論ともいえる。ではこのケイパビリティ・アプローチにより、自由と必要は両立できるだろうか。

それはそう簡単なものではない。このケイパビリティ・アプローチは、個々人の「広い意味でのwelfare＝幸福」と必要を考える時に、効用と財とケイパビリティのどこに焦点をあてるのか、その「競争的複数性(competitive plurality)」
に直面するときに、その選択のための指針を与えてくれる。しかし、一方で、それを「狭い意味でのwelfare＝福祉サービスの供給」の問題として考えるとき、福祉の供給原理として、選択的集合＝ケイパビリティが、集合的選択（Collective Choice）（Sen,1970）を代替するためには、一般的にはケイパビリティに対する客観的なアセスメントとその結果に対する社会的承認のプロセスが必要であると考えられる。しかし、Senは、そのケイパビリティの「リスト」を公開しようとしない。山森は、そのSenの姿勢を、「批判的普遍主義」からくる「社会理論上の積極的スタンス」として評価する(山森.1999.p51) 一方で、Senに対するTownsendの「必要の社会的構築」をめぐる批判については一定の同意を示し、「必要の社会的構築性とその評価の普遍的基準の可能性との緊張関係が、問題として私たちに開かれている」(山森.1999.p57)とする。

本論では、利用者の主体性と権利に基づく障害福祉のサービスシステムを巡って検討をおこなってきた。そして、利用者の自由と福祉との関係調整を、コンシューマリズムとアドボカシーというメカニズムをサービスシステムにビルトインすることによって図ろうとしている。これは、根源的な利用者の自由を尊重しながら、それを福祉が提供する社会的資源の獲得に結び付けていこうとする方法論を目指すことに他ならない。しかし、システムのうえでコンシューマリズムとアドボカシーを担うのは、最終的には「人」――ケアマネージャーや、アドボケイト――である。彼らが、必要に対するアセスメントの過程で、「必要の社会的構築性とその評価の普遍的基準の可能性との緊張関係」に目をそむけず、かつ、ケイパビリティのリストを作らないSenと共通する批判的普遍主義のスタンスを、守りきれるか。これは、利用者の主体性と権利に基づくサービスシステムの構想を誠実にすすめるならば、最終的には避けては通れない極めて現実的な課題となる。

前節で、当事者主体のサービスシステムを構想するときに、この課題の解決の鍵が少し見えたように思う。それは、「参加」である。ケイパビリティのリストは、個人にあり、普遍化はできない、とする。しかし、必要の社会的構築は、社会的関係のなかで――システムのなかにおいて――しか成され得ない、とする。であれば、システムのなかに、ケイパビリティのリストをビルトインしてはどうか。

本論の冒頭で述べたように、社会参加を障害当事者の権利としようとするうねりが広がっている。同時に、権利とは、参加によって得られるものでもある。そのことを、私の知的障害のある友人は、下記のように端的に述べている。

「ぼくたちのことを　ぼくたちの　いないところで　きめないでほしい」

自由と必要を高い次元で両立させるサービスシステムを目指すならば、そのシステムに対して、ケイパビリティのリストをもつ当事者の――それが利用者本人でない場合は、利用者と基本的ケイパビリティを共有する障害当事者やアドボケイトの――参加保障と、そのありかたが詳しく検討されるべきであろう。

おわりに　　　ADVOCACY

わたしは、あなたから、奪わない

わたしは、あなたから、プライドを奪わない

わたしは、あなたから、お金を奪わない

わたしは、あなたから、選び、迷い、納得して危険を冒す自由を奪わない

わたしは、あなたを、支えたい

わたしは、あなたの自分自身を大事に思う気持ちを、支えたい

わたしは、あなたの生きる力を、支えたい

わたしは、あなたのサポートを受ける権利を、支えたい

わたしは、障害のある当事者ではなく、障害児の親という当事者

わたしは、息子の最大の権利擁護者にして、最大の権利侵害者

わたしは、息子が２０歳になったら、保護者ではない

わたしは、息子が２０歳になったら、支援者になる

わたしは、息子がいくつになっても、自分もまだまだ成長し人生を楽しむ

わたしは、息子がいくつになっても、いつまでも彼と家族を愛する

わたしは、わたし　あなたは、あなた（しかし、かけがえのない　あなた）

わたしは、あなたを変えるのではなく、社会を変えなければならない

わたしは、全ての人が、その人それぞれのかけがえのない人生を、保障される社会を望む

全ての障害をもつ人のために

地域自立生活のためのバリアフリーとパーソナルアシスタンスを求めたい
資料　アメリカ合衆国の発達障害者福祉サービスの制度

障害者サービスに関連する行政組織（連邦）

※旧・保健教育福祉省が教育省と厚生省に１９７９年に分かれる

※社会保障庁は、１９９８年に厚生省から独立

教育省　Dept. of Education


特殊教育・リハビリテーションサービス局
Office of Special Education and Rehabilitation Services


特殊教育課






※IEDA（障害児教育法）所轄


リハビリテーションサービス課



※リハ法に基づくサービス全般を所管


・職業リハ
個別雇用計画(IPE)

・援助付雇用

・自立生活センター助成


国立障害リハビリテーション研究所



※研究機関への助成機関

厚生省　Dept. of Helth and Human Services 



児童および家庭庁　Administration for Children and Families

発達障害庁　administration on Developmental Disability 

※DDAに基づくサービスの実施を中心に厚生省の中で主として障害者サービスを司る

※サービス内容は、診断、評価、介助、デイケア、職業訓練、余暇活動、権利擁護、移動手段の提供、情報提供等（多岐にわたる）

※ただし、具体的なサービス内容は各州の協議会が決定




※DDA　C章で、P&Aの各州設置を義務付けている




発達障害審議会　Developmental Disability Council




※各州発達障害委員会への助成機能

保健財政庁　Health Care Financing Administration 




メディケア（Medicare: 高齢者保険制度）




※高齢者及障害者（６５歳以下）




メディケイド
(Medicaid: 医療扶助制度)




※低所得の障害者をも対象に医療保障を行う




※施設ケアの費用を司る→のちに在宅ケアも

社会保障庁　Administration on Social Securities 




※障害者に対する二大所得保証制度を所轄




社会保障障害保険　

（SSDIB：Social Security Disability Insurance Benefits）




補足的保障所得

（SSI：Supplemental Security Income

行政機関と独立した政府機関
制度や法律の監視の役割・議会と大統領にのみ報告義務・評議員の半数以上が当事者

全米障害者協議会

知的障害者に関する大統領委員会

障害者雇用大統領委員会

建物物および交通機関の障壁に関する建物・交通改善命令委員会

サービス費用の国家予算

民間のサービスを購入する、という手法が一般的である。同一のサービスが異なる行政機関により所管され、異なる財源によって賄われる場合も多い。国家予算は下記の２つのどちらかもしくは混合、さらにそれに対し、州の予算独自・上乗せ等がある。

規定予算　(formula grants) 


　　※人口比・財政規模・各州ニーズなどを勘案し一定比率が決められている

裁量予算　(discretionary grants)


　　※州が申請して認められた場合に交付される

発達障害者援助に対する法制度（連邦）

発達障害者援助法
（DDA:Developmental Disabilities Assistance and Bill of Rights Act）



各州発達障害委員会に補助金を支給

· サービス開発、調整、ニーズアセスメント、当事者の権利擁護、サービス計画策定

· 実際のサービス調整やケースマネジメント等は当事者団体等の民間に委託

· メンバーは１９人、うち１０人以上は、当事者、親、後見人がなる



各州のP＆Aに補助金を提供

· 権利の監視

· サービスの情報提供と紹介

· 虐待、人権侵害等の弁護

· 教育分野におけるオンブズマン提供



大学研究機関に補助金を提供

· 障害児支援

· 高齢化した障害者支援

· 地域・当事者・家族・専門家へのトレーニング提供

· 研究活動

発達障害者援助に対する法と制度（州・・カリフォルニア州）

ランターマン法（The Lanterman Act）


州発達障害委員会(SCDD) State Council on Developmental Disabilities

州の発達障害者計画（State Plan）の作成および実施のモニタリング



発達障害局(DDS) Department of Development Service

行政執行機関



地域センター（RD） Regional Center 

発達障害局と委託を結んだ民間非営利団体



※IPP（個別サービス提供計画：Individual Program Plan）の作成



※構成員の５０％は当事者か家族



発達センター　Developmental Center

州立入所施設



エリア・ボード（サービス現場の監視機関）



※経費は、州、活動はボランティアスタッフ



Ｐ＆Ａ（権利侵害の監視・救済機関）　→弁護士が勤務

メディケイド(Medicaid: 医療扶助制度)
低所得者への医療保障を行う公的制度であり、医療社会保険制度のないアメリカにおけるセイフティ・ネットの役割を果たす。６５歳以上の高齢者と一定の障害者に対する高齢者医療保険制度であるメディケア(Medicare)と対になっている。

州が自主的に実施し、連邦政府がこれに補助金を交付するしくみ

（社会保障税が主たる財源）

低所得の障害者をも対象に医療保障を行う→SSI受給の障害者は対象である

施設ケア費用から地域サービス費用への対象拡大は80年代後半から

給付内容

基本的サービス＝医療・ナーシングホーム・看護婦助産婦サービス等１３種


任意的サービス＝州政府の裁量で実施、申請により連邦の付加的な補助金あり

障害関係ではもともと施設ケア費用が中心で、舗装具および障害者ナーシング施設、精神障害者の中間施設等が対象だったのが、改正されて、地域生活支援サービス費用にも支給されるようになった。（居宅・コミュニティサービス、居住生活支援プログラム等）

費用払い方式

現物給付と代理受給が基本（ただし、州の裁量による）


州は利用者に一部負担を課せる


連邦の補助率は、５０％以上８３％以内（平均５７％）連邦補助額の上限はない
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� 「障害福祉分野における支援費制度とは・・・制度のあらましと準備の状況」（2002.東京都社会福祉協議会）p.4「支援費制度の意義」より


� 内容について詳しくは、障害者福祉研究会編(2002)参照のこと。


� 内容については、「障害者差別禁止法制定」作業チーム編(2002),日本弁護士連合会人権擁護委員会編(2002)を参照のこと。


� 「生の技法」（安積他1990）など。


� 大辞林Infoseek辞書による。


�例示したのは、雑誌記事の題名からとった。これらを含み、神奈川県社会福祉協議会資料室における蔵書５２０００冊について雑誌記事・論文集の題名に「当事者主体」が含まれるのは、以下のとおりである。


1. 福祉労働 : 当事者主体のサービスとＪＩＬ（全国自立センター協議会）結成の意味 / 中西正司. -- , 1992.06 　2. 福祉のひろば : 社会福祉の主体とは；供給主体･当事者主体･住民主体の意味を問う / 真田是. -- , 1993.01 　3. 社会福祉研究 : 当事者主体の福祉サービスの構築；障害者が地域で暮らす権利と方策:自立生活センター / 中西正司. -- , 1993.07 　4. 厚生 : 自主生活センター当事者主体の福祉サービス；ヒューマンケア協会 / 中西正司. -- , 1993.07 　5. 福祉労働 : 当事者主体の障害者基本計画 / 大屋強. -- , 1995.06 　6. リハビリテーション研究 : 当事者主体の自立生活サポート～自立生活センターにおける実践 / 全国自立生活センター協議会・自立生活プログラム小委員会. -- , 1996.11 　7. あくしょん : 問われているのは当事者主体の確立だ；これからの障害者の自立支援を考える（座談会） / 大友章三、月川至、野村龍太郎、楠敏雄. -- , 1997.08 　8. 福祉労働 : 当事者主体のサービス供給現場から社会福祉基礎構造改革、介護保険を考える / 野口俊彦. -- , 1998.09 　9. ゆうゆう（精神保健ジャーナル） : 当事者主体で多様なメニュー；ふれあいセンター（那覇市）. -- , 1998.11 　10. 障害者問題研究 : 障害者福祉における当事者主体の展開と支援環境に関する考察；知的障害者の地域生活支援のための基礎的研究 / 小澤温. -- , 1998.11 　11. あくしょん : 当事者主体と専門性を見つめて；ＹＯＵハウス三年間の収支報告 / 白田幸治. -- , 1999.11 　12. ゆうゆう : 当事者主体で14年作業所運営の大事なポイント；北海道・すみれ共同作業所 / 北海道精神障害者回復者クラブ連合会. -- , 2000.07


�大辞林Infoseek辞書によれば、「本位」とは「考えや行動の基本となるもの・基準となるもの」である。


�神奈川県社会福祉協議会資料室における蔵書を「利用者本位」で検索すると、以下の２９にヒットする。


1.愛護（精神薄弱福祉研究） : 新ゴールドプラン：利用者本位の自立支援システムをめざして / 中島健一. -- , 1995.04 　2. 週刊社会保障 : ケアマネジメント等で支援；利用者本位の体制整備に向け議論 / 老人保健福祉審議会. -- , 1996.01 　3. 週刊社会保障 : 情報システムが変える利用者本位の医療･保健･福祉. -- , 1996.01 　4. 月刊総合ケア : 利用者本位の保健福祉サービス / 久田則夫. -- , 1996.05 　5. コミュニティケア : 利用者本位の供給システムの構築二向けて；福祉機器の供給システム / 松村一雄. -- , 1996.10 　6. 厚生福祉（時事通信） : 利用者本位のサービスシステム構築を；地域福祉推進策で中間答申 / 東京都審議会. -- , 1997.02 　7. シルバーサービス : 利用者本位の緊急通報サービスとは？ / 大村弘道. -- , 1997.02 　8. 厚生 : 利用者本位の高齢者福祉サービス～宮城県亘理町. -- , 1996.02 　9. おはよう２１ : 利用者本位の在宅支援サービスとは；どこまで支えられますか / 高橋昭彦. -- , 1998.03 　10. 福祉施設士 : 利用者本位の施設経営を考える；第１９回全国福祉施設士セミナーから. -- , 1998.01 　11. 週刊社会保障 : 措置を廃止し利用者本位に；個人の選択を尊重する制度を確立 / 中央社会福祉審議会. -- , 1999.01 　12. 社会福祉研究 : 求められる利用者本位のサービスの再点検 / 蛯江紀雄. -- , 1999.4 　13. ＷＡＭ（ワム） : 利用者本位の福祉改革には情報化が不可欠；福祉・介護の情報化フォーラム’９９から / 山根一眞、炭谷茂、他. -- , 1999.08 　14. ウェルフェア : 「高齢者の尊厳を守る」をモットーに；利用者本位の専門家集団へ / 伊藤玲子. -- , 1999.08 　15. 老人生活研究 : 利用者本位の施設作りに取り組んで～老人ホーム体験モニター事業～ / 吉田昭規. -- , 2000.03 　16. 月刊福祉 : 福祉改革の視点（１２）福祉サービスにおける苦情解決はどうあるべきか～利用者本位のサービス提供システムの構築に向けて（対談） / 中嶋理、上田晴男. -- , 2000.04 　17. 介護保険 : 利用者本位の徹底で公正・中立性を確保；ケアマネジャーの課題（下）実務座談会 / 佐藤信人、蛭川紀巳子、加藤淳子、国光登志子、日向武彦. -- , 2000.06 　18. 地域福祉情報 : 利用者本位の福祉サービスに向けて～「長野市の福祉を考える３０人委員会」の取り組みから / 山口光治. -- , 1999.08 　19. ＷＡＭ : 利用者本位の良質なサービス提供に努める；介護保険制度のスタートと介護険保施設の対応、香川県紅山荘、山形県うらら / 鎌倉伊都夫、矢島恭一. -- , 2000.07 　20. 月刊福祉: 社会福祉法誕生の意義～利用者本位への改革は新法創設に等しい～ / 小谷直道. -- , 2000.09 　21. 月刊福祉 : 利用者本位の契約書のあり方を考察する / 児玉安司. --2000.10 


22. 月刊福祉 : 新・真 障害者福祉サービス、利用者本位サービスの実現に向けて（第5回）変革の時代にトップに求められる資質と条件、1；こんなトップでは変革の荒波は乗り越えられない！ / 久田則夫. -- , 2000.10 　23. 月刊ケアマネジメント : 評価されるケアマネジメントへ ～利用者本位のｻｰﾋﾞｽ提供を目指そう / 白澤政和・内田博子・武 真由美・能本守康. -- , 2000.12 　24. 月刊福祉 : 新･真 障害者福祉ｻｰﾋﾞｽ 利用者本位ｻｰﾋﾞｽの実現に向けて 第9回 サービス低下をもたらす“困った職員”とどう向き合うか? / 久田則夫. -- , 2001.02 　25. ＷＡＭ : 基礎構造改革総点検；社会福祉はどう変わる？利用者本位の制度に再構築を進める. -- , 2002.03 　26. 月刊ケアマネジメント : 地域ケアヒューマンズ（10）「利用者本位」という介護保険のシステムを確かなものに育てていきたい～齊藤学さん. -- , 2002.06 　27. 月刊福祉 : ケアマネジャーのＮＰＯ法人組織化～利用者本位の高齢者ケアの実現のため～ / 斉藤学. -- , 2002.09 　28. 介護福祉 : 利用者本位のサービスの提供；介護保険にみる苦情とその解決のために（座談会） / 橋本正明、小池妙子、新井優、飯野実、金子一美. -- , 2002.09 　29. 総合社会福祉研究 : 利用者本位の生活保護改革を；セイフティーネット再生のための視点 / 吉永純. -- , 2002.10 


� たとえば、社会福祉法の改正時の厚生省援護局長であった炭谷茂は、基礎構造改革の中心理念を、「事業者は、利用者に質の良いサービスを提供し、また、利用者は事業者を自ら選択できる対等な関係になること」と答えている（「厚生」2000.7対談「社会福祉基礎構造改革について語る」,p.12）


� ただし、消費者主義につながる利用者の権利性・主体性についてはあまり言及されていない。


�第８回障害者政策研究全国集会「シンポジウム２「障害者は介護保険に入るべきかどうか」における中西正治発言によれば、支援費制度が現状の介護保険制度へ統合されることは、下記の理由で否定されるという。


齢と障害では自立概念の性格が異なる


社会参加のアセスメントがない


仮にあったとしても、その費用拠出を被保険者が容認するか


介助者の資格が限定されている


介護保険は自己負担が大きい


加えて、立岩(2000)などが指摘するような「介助」と「介護」に対する本質的な議論がある。


� 例えば、介護保険むさしの市民の会。２００２年４月には、「むさしの市民介護介護保険利用ハンドブック」を出版した。


� 直訳すれば、「消費者主義」となり、そのような訳例も存在するが、平岡(1996)らの訳語に従い、「コンシューマリズム」に統一した。


� 社会福祉法第八章「福祉サービスの適切な利用」第一節および第二節。


� 逆に、第三条２項において「すべての障害者は・・（略）・・あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられる」となっているのは、障害者は「参加する機会が恩恵的に与えられる」対象であるので、「権利として保障する」とすべきだという議論もある。（障害者差別禁止法制定作業チーム,2002.p.79）法の文言として「（法律が）与える」とあることが「恩恵的」かどうかは別としても、要求しうる権利として構築されていないことへの問題提起として受け止めたい。


� 知的障害者福祉法　第一章　総則　第一条


� 支援費制度においては、介護保険制度と違い、法により定められたケアマネージャー（介護保険上では、介護支援専門員）は存在せず、福祉事務所のケースワーカーが、サービスの調整支給決定の権限をほぼ独占的にもつことになる。また、判定内容に不服のある場合にも、行政不服審査以外の紛争解決手段は用意されていない。


� これは支援費制度内だけに留まらず、支援費への移行対象外である、条例や要綱に基づく市町村独自の法定外事業についても、その法律的根拠が不明確なため、あたかも行政の恩恵であるかのように意識されることが多いことが指摘されている（山田[2000]p.46-48）


� 自己決定が、申請主義に堕しないためには、なんらかのアドボカシーのシステムは必要である。


� 「自己決定権」という言葉がそのまま条文に使われていることに注目されたい。


� 「ノーマライゼーションの実現」とは抽象的なものでなく「脱施設と地域生活」を指す。現実的にも、援護法からの一連の法制は、施設解体・全廃の根拠法となっている。（河東田1992）


� ただし、１５才以下のひとたちや最重度の意志決定困難な人たちには、保護者または後見人または法定代理人が代弁することが認められている。（LSS法　第３章　第８条）


� 障害者差別禁止法要項案を検討している障害者性政策研究全国実行委員会内「障害者差別禁止法」作業チームによれば、「この差別禁止法の中に、国家の行為を請求する社会権として、具体的権利性のある社会サービス法制定へ向けた橋渡し的工夫を取り入れる必要があります。」（「障害者差別禁止法制定」作業チーム編,2002.p99）として、枠組の検討が行われていることは注目される。


� 詳しくは、秋元（2000,p.182-184）を参照されたい。


� 秋元（2000）は、日本版コミュニティケア憲章と介護保険後各地で導入が見られた「介護（保健）福祉条例」の類似性を指摘している。


� advocacyは、「権利擁護」の訳があてられることもある。ただし、「権利擁護」ということばは、成年後見制度や福祉サービス利用援助事業等の特定の日本の社会福祉の制度を連想させるし、ここで論じたいadvocacyのごく一部の制度化にすぎない。従って、本論では、「アドボカシー」の表記を用いることとする。


� 同様のことを、平岡（2000,p.198）は、「選ぶ福祉にはコンシューマリズムと規制強化が重要」と表現する。ただし、「規制強化」といっては、保護的な規制も含まれてしまう。必要なのは、利用者の主体性と権利のバックアップであり、そのための規制なのであることが明確にされるべきであろう。


� 「取り上げること」は、筆者訳。原訳者によれば、treatmentは、「主張」と訳されている。


� Bateman(1995)の監訳者であり紹介者である西尾は、「アドボカシーは、『人権意識』を土台にして再編成されたソーシャルワーク理論である」（西尾2000）p.7）としている。


� 英国には、多くの地方自治体やアドボカシー機関において、福祉権アドバイザーと呼ばれる専門職がいて、社会保障のアドボカシーを利用者の立場にたって展開している。（Bateman[1995]訳書・p.64）


� アメリカにおける発達障害(developmental disability)の概念には、知的障害、自閉症、脳性麻痺、癲癇などが含まれ、行政殊遇の区分となっている。


� 以降、特に表示がない限り、久保他(2000)、定藤他(2002)および、２００１年と２００２年のアメリカ研修における行政職等への聞き取りに準拠する。アメリカの発達障害福祉サービスの概要については、さらに箇条書き的にまとめた「資料」を巻末に付したので、必要に応じ参照していただきたい。


� 原著者訳(久保他2000)


� ただし、州の独自性が強いほど、連邦負担率が減る傾向にあるとのことである。


� 定藤他(2002)に準拠。ただし、アメリカは、州によりかなり制度の実体が異なるようである。


� 定藤他2002.p.8　図表をもとに若干の要約修正を加えた。


� アメリカにおける発達障害(developmental disability)に相当する区分が日本においては存在しないため、心身障害の区分で検討した。


� 東京都福祉局ホームページの組織案内を参考にして構成した。業務内容等は一部簡略化している。


� 「運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業実施要綱」（厚生省　社会・援護局長　平成１２年６月７日）「第５　事業の実施方法」より


� 「障害者差別禁止法」作業チーム[2002]p.114-115 


� ２００２年１２月に発表された新障害者基本計画の重点施策実施５ヵ年計画において、「入所施設の整備は、真に必要なものに限定し」の文言が入った。


� ２００２年６月３０日～７月８日まで、Ｐ＆Ａ　ＪＡＰＡＮ研究会主催・日本財団後援の米国ニューハンプシャー州の脱施設化についての調査研修企画に参加した際の記録を中心に構成している。フィラデルフィア公益法律事務所弁護士ジュディス・グラン弁護士が、研修企画・コーディネーターを努めた。


� この法律が、直接の施設解体を命じるものではなかったことは興味深い。


� アメリカでは、入所施設の廃止後の刑務所への転用はかなり一般的なことだったようであるが、もともとの入所施設の設備や性格を窺わせるものでもある。


� ランターマン法については、前章にても述べた。定藤他監修(2002)などを参照されたい。


�ニューハンプシャーでは１９７５年法と別に、地域サービス育成の財源確保のために、施設関係予算を地域生活支援費に転用できるという州法も作られたという。


� ちなみに、個別訴訟においてサービス受給をめぐる個別訴訟の多くに根拠とされるのは、ADAとメディケードであり、ADAの「最も統合された環境」、メディケイドにおける「適切な迅速さをもったサービス提供」、などの法文が地域サービス獲得の根拠になりえるという。


� ちなみに、障害者が賃貸ではなく自分の名義の家を所有するように支援するOwn Your Home という全国規模のプロジェクトがあるが、それが最も成功しているのは、ニューハンプシャー州であり、しかもそのプロジェクト自体の発案は、ブッシュ政権によって行われたという。


� これらの問題は、当初の脱施設の運動に続く「第二段階の問題」として取り組まれたという。


� ２００１年６月２５日～７月３日まで、Ｐ＆Ａ　ＪＡＰＡＮ研究会主催・日本財団後援の米国イリノイ州イリノイ大学シカゴ校・障害と人間発達学部における地域における虐待防止プログラム・インストラクター養成研修企画に参加した際の記録を中心に構成している。記述内容についてはFitzsimons-Cova（2000）上記研修中のノートを元にしている。


� Department of Disability and Human Development,Universuty of Illinois at Chicago


� この研究は、DDA（発達障害者援助法）に基づき研究機関に助成を行う国立障害リハビリテーション研究所の助成を得て行われている。ちなみに、障害と人間発達学部は、教育機能よりも助成を得ての委託研究を主とする学部であるという。


� 構成比率に注目されたい。


� Facilitated Conversation Methodの特徴は以下のようなものであるという。・検討すべき総合的トピックスをつくる・トピックスをカテゴリーに分ける・カテゴリーを議論し、優先順位をつける・３つの主要な領域を選ぶ・そのトピックスに焦点をあてた小委員会をつくる・それぞれのトピックスについて論点のアウトラインをさぐる・プレゼンテーションのための最適な方法の議論・リソースとなる材料をはっきりさせる・材料の関連性の整理を行う


� クモ＝虐待する加害者、クモの糸＝内的バリア、クモの巣が引っ付けていくもの＝外的バリア、糸にかかった虫＝被害者


� セルフ・エンパワメントを可能にする条件は、以下のようなものであると説明された。


・自分の必要なことを知っている（need）・自分の権利を知っている（right）・自分が選べるものを知ること、自由に選べること（option,choice）・自分自身で立ち向かうこと（take charge）・自分に自信があること(trust in yourself)・影響力をもつ人を動かす・自分で主張できる（assertive）


�民間機関として、自立生活センター（CIL）、DVに関するサービス、性的暴力に関するサービス、プロテクション＆アドボカシー（全国組織のNPO）、行政苦情処理機関として、子供と家族サービス局（DCFS）、イリノイ州高齢局（IDOA）、イリノイ州公衆衛生局（IDPH）、イリノイ州対人サービス局・監査長官局（IDHS-OIG）、イリノイ州人権局（HRA）など、また、法制度として通報義務法（長期滞在型介護施設で働く人、IDHSの補助金うける機関で働く人、医師、歯科医師、サイコロジスト、ソーシャルワーカー、教師、精神科医の全ては、虐待や放置や金銭搾取の疑いがある場合には前期行政機関のいずれかに通報しなくてはならないというもの）、刑事司法制度、警察組織、州検事局のしくみ、訴訟準備、宣誓証言（被害者自身の証言）の重要性、具体的証拠記録の方法などの概略が述べられた。


� Nancy M.Fitzsimons-Cova は、２００１年秋にP&A　JAPAN研究会の招聘で来日し、各地でセミナーを行い、筆者はそのひとつを主催した。（岡部耕典『地域でおこなう権利擁護の実際―セルフアドボカシーとエンパワメント』全日本手をつなぐ育成会発行「手をつなぐ」２００２年１月号所収　参考）また、以降、自立生活センター全国協議会（JIL）人権委員会のメンバーを中心にして、日本版の―セルフアドボカシーとエンパワメントのワークショップの企画・開催を各地で続けている。


�連邦法としての発達障害者援助法（DDA: Developmental Disabilities Assistance and Bill of Rights Act）の他に、州法でも規定あるところが多い。


� 連邦では、発達障害協議会（Developmental Disability Council）、州では、発達障害委員会(SCDD: State Council on Developmental Disabilities)


� 州でこれを担うのは、圏域ごとの地域センター（regional center）である。


� 確認できているのは、ニューハンプシャー州のみである。


� エリア・ボード（Area Board）


� プロテクション＆アドボカシー(protection and advocacy)


�比べて、日本の福祉改革においては、制度が理念を体現し、それを実現させようとする志向は、ここまで徹底されていただろうか。


�苦情解決制度は、施設毎の第三者委員制度と都道府県の運営適正化委員会が中心となっている。第三者委員は、社会福祉法第８２条において社会福祉事業の経営者は、常に、その提供するサービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決への努力義務が規定されたことに基づく制度であるが（高山他2002）、第三者委員の任命は、運営管理責任者たる施設長もしくは理事長によって行われる制度となっており、その第三者性には疑問がある。


�運営適正化委員会は、社会福祉法８３条に規定され都道府県社会福祉協議会に設置されることとされる機関であるが、苦情の解決については、事実調査や助言、当事者間の斡旋などのほか、虐待や法令違反などの不法行為には、都道府県知事に対して通知をすることもある、とされる程度であり（高山他2002、東京都社会福祉協議会2001）、強制捜査権も強制的な是正権限もない。また、基本的には、利用者からの苦情を申し立てることで動き出すしくみであり、第三者委員以外の第三者の申し立ては原則受理せず、定期調査等のアウトリーチは行われない。そして、行政の監視と行政との紛争解決はそもそも運営適正化委員会の業務の範囲ではない。こういった機能については、制度として存在しないところも多いオンブズマン制度や、情報公開制度などの一般的な制度に頼るしかない。また、支援費において支給判定に不服がある場合の公式な裁判外紛争処理(ADR)の制度は存在せず、不服があれば、行政訴訟をおこすしかない。


� 加えて、多様な障害福祉サービスの必要を的確に判断するための当事者性が求められる。


� 機構の構成員における当事者や市民の比率が定められるだけでなく、いわゆる「あて職」を排した実質的な当事者性・市民性の確保が必要である。


� 地域計画等の策定においては、しばしば、行政側の「事務局」が資料提供と原案作成の両面を通じ、計画の実質的内容を支配下におく場合が多い。


� 具体的には、支援費の支給決定である。


� 現行の支援費制度において、認定審査会は存在しない。


�障害における必要は多種多様であるので、同じ障害をもつ当事者の判断をいれなければ、利用者個人とその現実に即した妥当性の判断は難しい。


� 生活支援事業は、地域療育等支援事業と市町村生活支援事業に基づくものがあるが、特に前者は、運営主体は入所施設を営む社会福祉法人が中心であり、また、両者とも、行政や社会福祉協議会の運営がかなりの比率を占めている。生活支援センターがアメリカの地域センターのような役割を担うとしたら、まずこのへんの機構の主体が見直されなくてはならないと考える。


� 特に、自立生活センターは、権利擁護と生活支援を自らの目的と位置付けている当事者活動である。


� 介護保険では、各地にいわゆる「介護保険市民の会」などができてきている。


� 強力な調査権と救済力には、アメリカにおける公益法律事務所のような形態も参考になる。





� 異なった見方が互いに代替可能であること。（山森[1999],p.39）


� 知的障害者当事者団体「ピープルファースト東京」の事務局長である佐々木信行氏の言葉。
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